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はじめに 

「生涯活躍のまち（日本版 CCRC1）」構想は、「東京圏をはじめとする地域の中高年齢者

が、希望に応じ地方や「まちなか」に移り住み、多世代の地域住民と交流しながら健康で

アクティブな生活を送り、必要に応じて医療・介護を受けることができるような地域づく

り」を目指すものであり、構想の主な意義としては、①中高年齢者の希望の実現、②地方

へのひとの流れの推進、③東京圏の高齢化問題への対応、の３つの点があげられます。 

地方創生の観点からは、地方においては、人口減少傾向にある中、元気なシニアが希望

に応じて地方に移住し、そこで役割や生きがいを持って、健康寿命を延伸し、できる限り

長く活躍できるコミュニティが実現されれば、地方における人口減少問題の改善、地域の

消費需要の喚起や雇用の維持・創出、多世代との協働を通じた地域の活性化などの効果が

期待されるところです。 

そのため、地方への新しいひとの流れをつくるという観点から、今後、地方公共団体が

関係機関と連携・協力しながら「生涯活躍のまち」構想を本格的に検討・実施していくこ

とが期待されています。 

この「生涯活躍のまち」構想の推進のため、平成 27 年２月より有識者や関係省庁が参画

する「日本版 CCRC 構想有識者会議」を開催し、同年 12 月に「最終報告」が取りまとめ

られました。また、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（平成 26 年 12 月 27 日閣議決定・

平成 27 年 12 月 24 日全部変更）において、「『生涯活躍のまち』構想について、必要な法制

を含め制度化などの施策展開につなげていく」とされ、平成 28 年４月改正地域再生法に生

涯活躍のまちの制度化のための措置が盛り込まれたところです。今後、この構想を推進す

る意向のある地方公共団体の取組を推進していくためには、構想に関する先進事例や有識

者会議における議論の紹介などを通じ、好事例の横展開を図ることが求められます。 

このため、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局では、「生涯活躍のまち」構想の

具体化プロセスに関する「手引き」を策定し、「生涯活躍のまち」構想の普及・促進を図る

ことといたしました。本手引きは、地方公共団体の意見などを踏まえて、必要に応じて内

容の充実などを図り、地方公共団体や事業者が「生涯活躍のまち」構想に関する取組を検

討し、また実行する段階において有意義なものとしていくことを予定しています。 

「生涯活躍のまち」構想は、単に「生涯活躍のまち」をつくることだけを目的としてい

るわけではありません。人口減少時代において、この「生涯活躍のまち」構想に向けた取

組をきっかけとして、地域の魅力・地域の力の掘り起しや再発見につながり、あるいは他

の政策や取組を巻き込む形で、それぞれの地域が維持・発展していくことが期待されてい

ます。本手引きを参考にして、各地方公共団体の地域の実情に即した構想の策定に取り組

んでいただければ幸いです。 

 

 

  

                                                 
1 Continuing Care Retirement Community の略 
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―用語について― 

 

本「手引き」においては、 

・「生涯活躍のまち」に限らず他の土地や地域へ移動・定住する者を『移住者』 

・特定の「生涯活躍のまち」への移住や住み替えをした者や希望する者（主に中高年齢者）
を『入居者』 

・当該土地や地域に現に住んでいる者を『居住者』 

としています。 

「入居」という言葉は、一般的には住宅に入って住まうという意味で用いられることが

多いですが、本「手引き」においては、「生涯活躍のまち」における暮らしをはじめるとい

う意味を含むものとして用いています。 

 また、本「手引き」の中で「有識者会議」とあるのは「日本版 CCRC 構想有識者会議」

を、「法」とあるのは平成 30 年６月時点の地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）を、「則」

とあるのは、地域再生法施行規則（平成 17 年内閣府令第 53 号）を、「厚労省令」とあるの

は、厚生労働省関係地域再生法施行規則（平成 28 年厚生労働省令第 94 号）を指します。 
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第１章 「生涯活躍のまち」構想の基本的考え方 

◎「生涯活躍のまち」構想は、「東京圏をはじめとする地域の中高年齢者が、希望に応じ

地方や「まちなか」に移り住み、多世代の地域住民と交流しながら健康でアクティブ

な生活を送り、必要に応じて医療・介護を受けることができるような地域づくり」を

目指すものです。本構想の意義としては、①中高年齢者の希望の実現、②地方へのひ

との流れの推進、③東京圏の高齢化問題への対応、の３つの点があげられます。 

◎「生涯活躍のまち」構想は、単に高齢者のための福祉施設を整備するという発想では

なく、中高年齢者が主体となって、地域社会に溶け込みながら健康でアクティブな生

活を送ることができるコミュニティづくり・まちづくりを行うものとなります。 

◎ここでは、「生涯活躍のまち」構想の意義や基本コンセプトなどの基本的考え方につい

て示します。 

１．「生涯活躍のまち」構想の意義  

◎「生涯活躍のまち」構想は、「東京圏をはじめとする地域の中高年齢者が、希望に応じ地

方や「まちなか」に移り住み、多世代の地域住民と交流しながら健康でアクティブな生

活を送り、必要に応じて医療・介護を受けることができるような地域づくり」を目指す

ものです。本構想の意義としては、①中高年齢者の希望の実現、②地方へのひとの流れ

の推進、③東京圏の高齢化問題への対応、の３つの点があげられます。 

図：「生涯活躍のまち」における中高年齢者の生活（イメージ） 
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Ⅰ 中高年齢者の希望の実現 

内閣官房の意向調査2によれば、東京都在住者のうち地方へ移住する予定又は移住を検

討したいと考えている人は、50 代では男性 50.8％、女性 34.2％、60 代では男性 36.7％、

女性 28.3％にのぼります。こうした中高年齢者においては、高齢期を「第二の人生」と

位置づけ、それぞれの人生のライフステージに応じた新たな暮らし方や住み方を求めて

都会から地方へ移住し、これまでと同様、あるいは、これまで以上に健康でアクティブ

な生活を送りたいという希望が強くなっています。また、地方は東京圏に比べて、日常

生活のコストが大幅に低いという点で住みやすい環境にあります3。「生涯活躍のまち」

構想は、こうした大都市の中高年齢者の希望を実現し、新しい生活をつくり、健康寿命

を延ばし、人生を充実したものにするための機会を提供する取組として、大きな意義が

あります。 

なお、「生涯活躍のまち」構想は、あくまでも住み替えの意向のある中高年齢者の希望

の実現を図る選択肢の一つとして推進するものであり、中高年齢者の意向に反し移住を

進めるものではありません。 

 図： 東京在住の 50 代・60 代の地方移住に関する意向 

 

                                                 
2 内閣官房「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」（2014 年８月） 
3 第２回日本版 CCRC 構想有識者会議「資料３ 東京と地方のサービス付き高齢者向け住宅（夫婦２人）のコスト比較

（粗い試算）」 
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Ⅱ 地方へのひとの流れの推進 

近年、東京圏への人口集中が進む中で、地方創生の観点から、地方への新しいひとの

流れをつくることが重要な課題となっており、中高年齢者の地方移住は、そうした動き

の一つとして期待されています。「生涯活躍のまち」構想は、移住した中高年齢者が地方

で積極的に就業や生涯学習などの社会的活動に参画することにより、地方の活性化にも

資することを目指しています。 

また、地方には、長年にわたって医療・介護サービスを整備してきた地域が多く存在

しています。こうした地域では、人口減少が進む中で、中高年齢者の移住により医療・

介護サービスの活用や雇用の維持が図られる点で大きな意義があります。 

さらに、東京圏からの移住にとどまらず、地方の中高年齢者についても、効果的・効

率的な医療・介護サービスの確保等の観点から、サービスへのアクセスが比較的便利な

中心部への住み替えを行う「まちなか」居住や集住化の推進が重要となっています。こ

うした地方の住み替えにおいても、「生涯活躍のまち」構想の考え方は有用であると言え

ます。 

加えて、構想の推進に当たっては、増加傾向にある空き家や空き公共施設などの地域

資源を活用することにより、地域の課題解決にも資することを目指しています。 

Ⅲ 東京圏の高齢化問題への対応 

一方、東京圏は今後急速に高齢化が進むこととなります。特に 75 歳以上の後期高齢者

は、2025 年までの 10 年間で約 175 万人増えることが見込まれています4。その結果、医

療・介護ニーズが急増し、これに対応した医療・介護サービスの確保が大きな課題とな

ります。東京圏においては、医療・介護人材の不足が深刻化するおそれがあり、このま

ま推移すれば、地方から東京圏への人口流出に拍車がかかる可能性が高くなります。 

こうした状況下で、「生涯活躍のまち」構想は、地方移住を希望する東京圏の中高年齢

者に対して、地方で必要な医療・介護サービスを利用するという選択肢を提供する点で、

東京圏の高齢化問題への対応方策として意義があると考えられます。 

  

                                                 
4 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25 年３月推計）」における一都三県（埼玉県、千

葉県、東京都、神奈川県）の 2015 年から 2025 年までの後期高齢者の増加数の見通し 
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２．「生涯活躍のまち」構想の基本コンセプト  

◎「生涯活躍のまち」構想は、単に高齢者のための福祉施設を整備するという発想ではな

く、中高年齢者が主体となって、地域社会に溶け込みながら健康でアクティブな生活を

送ることができるコミュニティづくり・まちづくりを行うものとなります。 

Ⅰ 従来の高齢者施設との基本的な違い 

「生涯活躍のまち」構想は、入居する高齢者像の考え方において、従来の高齢者向け

施設・住宅とは大きく異なっています。 

第一は、従来の高齢者施設等は、要介護状態になってからの入所・入居の選択が通例

であるのに対して、「生涯活躍のまち」構想では、中高年齢者が健康な段階から入居し、

できる限り健康長寿を目指すことを基本としています。 

このため、第二として、従来の施設等では、あくまでもサービスの受け手として「受

け身的な存在」であった高齢者が、「生涯活躍のまち」構想においては、地域の仕事や生

涯学習などの社会的活動に積極的に参加する「主体的な存在」として位置付けられます。 

第三は、地域社会への開放性です。従来の施設等では、高齢者だけで居住しており、

地域社会や子どもや若者などとの交流は限られています。これに対して、「生涯活躍のま

ち」構想は、中高年齢者が地域社会に溶け込み、地元住民や子ども・若者などの多世代

と交流・協働する「オープン型」の居住が基本となります。 

つまり、「生涯活躍のまち」構想は、単に高齢者のための福祉施設を整備するという発

想ではなく、中高年齢者が主体となって、地域社会に溶け込みながら健康でアクティブ

な生活を送ることができるコミュニティづくり・まちづくりを行うものです。 

図：従来の高齢者施設等との基本的な違い 
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Ⅱ 地域包括ケアシステムの構築との連携 

国は、高齢者が重度の要介護状態になっても、人生の最終段階まで住み慣れた地域で

自分らしい暮らしを続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が

包括的に確保される体制（地域包括ケアシステム）の実現を目指しています。「生涯活躍

のまち」構想は、以下に掲げる点で、こうした地域包括ケアシステムの考え方と対立・

矛盾するものではありません。 

第一は、「中高年齢者の希望に応える」という点です。東京圏をはじめ中高年齢者がそ

の地域に住み続けることができるよう、今後とも地域の医療・介護サービス等の整備を

推進すべきことは当然です。その上で、中高年齢者が自らの希望として健康な段階から

地方や「まちなか」に移り住み、「第二の人生」としてアクティブな生活・人生を実現し

たいというニーズも多くみられます。「生涯活躍のまち」構想は、そうした中高年齢者の

希望に応えるものです。 

第二は、「移り住んだ中高年齢者が、地域社会に溶け込むようなまちづくりを目指す」

という点です。「生涯活躍のまち」構想は、入居者が地域社会と遊離することなく、積極

的に溶け込み、子どもや若者など多世代と協働ができるような環境整備を行うという点

で、地域社会を重視するものです。 

第三は、「医療・介護が必要な時に、地域で継続的なケアが受けられることを目指す」

ことです。医療・介護が必要となった時に他の地域の病院や施設に入院・入所すること

なく、安心して地域ケアが受けられるような体制確保を目指しており、地域包括ケアシ

ステムの目指す方向と一致しています。 

このように両者は対立・矛盾するものではなく、むしろ両者は連携し、相乗効果を高

めることが望ましいと考えられます。この点で、受入れ側の地方公共団体において「生

涯活躍のまち」構想と地域包括ケアシステムの構築に向けた施策が連携して展開される

のであれば、入居者と地元住民に対する各種サービスが一体的に提供され、それにより

入居者と地域社会との交流が一層高まり、相互に刺激を与え合い、協働する環境を形成

していくことが期待できます。 

Ⅲ 入居者に求められる基本理念への理解 

入居を希望する中高年齢者は、Ⅰ、Ⅱの「生涯活躍のまち」構想の基本理念を十分理

解した上で、入居の判断を行うことが求められます。有識者会議では、入居希望者は入

居前からどのようなコミュニティをつくるかについての意見交換や検討の機会に積極的

に参画し、基本理念を理解した上で入居することが基本となっている米国の CCRC の例

が紹介されています。 

「生涯活躍のまち」構想においても、入居希望者に対し、今後生活することとなるコ

ミュニティに関する意見交換や検討の場に積極的に参画する機会を提供したり、実際に

その地域で短期的に生活する「お試し居住」などの機会の提供を通じて、入居意思を丁

寧に確認するプロセスが重要となります。 
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Ⅳ 基本コンセプト 

こうした基本理念を踏まえ、「生涯活躍のまち」構想は、①東京圏をはじめ地域の中高

年齢者の希望に応じた地方や「まちなか」などへの移住の支援、②「健康でアクティブ

な生活」の実現、③地域社会（多世代）との協働、④「継続的なケア」の確保、⑤IT 活

用などによる効率的なサービス提供、⑥入居者の参画・情報公開等による透明性の高い

事業運営、⑦構想の実現に向けた多様な支援、の７つの点を基本コンセプトとしていま

す。 

図：「生涯活躍のまち」構想の基本コンセプト 
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① 東京圏をはじめ地域の中高年齢者の希望に応じた地方や「まちなか」などへ

の移住の支援 

東京圏をはじめ大都市の中高年齢者が、自らの希望に応じて地方に移住し、「第二の

人生」を歩むことを支援します。このため、移住希望者に対しては、地方公共団体を

中心に、ニーズに応じたきめ細かな支援を展開し、入居・定住に結びつけることが重

要です。 

また、「生涯活躍のまち」構想は、東京圏等から地方へといった広域的な移動を伴う

移住にとどまりません。 

今後、生活の利便性の向上や医療・介護サービスの効果的・効率的な確保の観点か

ら、コンパクトシティの取組などとも組み合わせながら、中高年齢者が地域交流・多

世代交流を進めるために、「まちなか」などへ転居する地域内での移動を伴う取組とし

ても有用です。これは、地方のみならず東京圏をはじめとする大都市圏内でも考えら

れます。 

② 「健康でアクティブな生活」の実現 

健康な段階からの入居を基本とし、中高年齢者が、健康づくりとともに、就業や生

涯学習など社会的活動への参加等により、健康でアクティブに生活することを目指し

ます。このため、課題解決型のプランではなく、シニアライフを通じて何がしたいか、

どのような人生を送りたいかという「目標志向型」の「生涯活躍プラン」を策定し、

PDCA サイクルにより実現を図ります。 

③ 地域社会（多世代）との協働 

中高年齢者だけで生活するのではなく、入居者が地域社会に積極的に溶け込み、子

どもや若者など多世代との協働や地域貢献ができる環境を実現します。このためには、

入居者や地元住民が交流し活動できる多様な空間を形成することが望まれます。 

また、中高年齢者の「健康でアクティブな生活」や「地域社会（多世代）との協働」

を実現するために、ソフト面全般にわたる「運営推進機能」を整備します。 

なお、この場合、地域包括ケアシステムの構築に関連する施策との連携を確保し、

入居者と地元住民が社会参加しながら生活支援等サービスが利用できる地域づくりが

望まれます。 

④ 「継続的なケア」の確保 

医療・介護が必要となった時に、人生の最終段階まで尊厳ある生活が送れる「継続

的なケア」の体制を確保します。このため、地域の医療機関と連携するとともに、要

介護状態等になった場合には、入居者の希望に応じて「生涯活躍のまち」事業者また

は地域の介護事業者からの介護サービス提供を確保し、重度の要介護状態になっても

地域に居住しつつ介護サービスを受けることを基本とします。 

⑤ ＩＴ活用などによる効率的なサービス提供 

労働力人口が減少する時代の到来を踏まえ、医療・介護サービスにおける人材不足
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に対応するため、IT 活用や多様な人材の複合的なアプローチ、中高年齢者などの積極

的な参加により、効率的なサービス提供を行います。 

⑥ 入居者の参画・情報公開等による透明性の高い事業運営 

事業運営においては、入居する中高年齢者自身がコミュニティ運営に参画するとい

う視点を重視します。また、事業運営が外部から的確にチェックできるようにするた

め、基本情報や財務状況のほか、入居者の要介護認定率や健康レベルなどのケア関係

情報などについても積極的に公開します。 

⑦ 構想の実現に向けた多様な支援 

「情報支援」、「人的支援」、「政策支援」の多様な支援を通じて、「生涯活躍のまち」

構想の具体化を後押しします。 
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第２章 「生涯活躍のまち」構想の具体像 

◎「生涯活躍のまち」構想については、「入居者」、「立地・居住環境」、「サービスの提供」、

「事業運営」の４つの観点から具体化する必要があります。 

◎地域の特性やニーズに即した「多様性」を尊重しつつ、構想の趣旨から一定の水準を

確保する必要があるため、上記の４つの観点は、①「共通必須項目」（入居者の安心・

安全の確保などの視点から、地域の事情に関わりなく遵守しなければならない共通的

な項目）と、②「選択項目」（地方公共団体が地域の特性や希望する地域づくりに沿っ

たコンセプトとして選択できる項目）に区分されます。 

◎ここでは、これらの「生涯活躍のまち」構想に求められる要件を念頭に、構想の具体

像について示します。 

１．「生涯活躍のまち」構想に求められる要件  

◎「生涯活躍のまち」に関する事業については、地域の特性やニーズに即した「多様性」

を尊重する一方で、構想の趣旨から一定の水準を確保することが重要となります。この

ため、「生涯活躍のまち」に求められる要件は、①「共通必須項目」（共通的な要件とし

て満たすことが求められる項目）と②「選択項目」（地方公共団体が地域の特性・ニーズ

に応じて選択できる項目）に区分することが必要となります。 

◎一般的には、「共通必須項目」は、入居者の安心・安全の確保など地域の事情に関わりな

く遵守しなければならない項目となります。一方、「選択項目」においては、地方公共団

体が地域の特性や自らが希望する地域づくりに沿ったコンセプト、入居者にアピールし

たい項目が盛り込まれることが想定されます。 
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図：「生涯活躍のまち」構想の具体像 
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２．入居者の安心・安全を確保する＝「共通必須項目」  

◎「生涯活躍のまち」に関する事業については、構想の趣旨から一定の水準を確保するこ

とが重要となります。そのため、入居者の安心・安全の確保など地域の事情に関わりな

く遵守しなければならない「共通必須項目」を踏まえて事業を実施することが求められ

ます。これらの項目の具体的な入居・サービスの利用の流れについては、第５章の「事

業主体に期待される運営推進機能及び入居・サービス利用の流れ」を参考にしてくださ

い。 

Ⅰ 入居者 

「生涯活躍のまち」構想の「入居者像」については、①入居希望の意思確認、②入居

者の健康状態、③入居者の年齢、の３点に関する「共通必須項目」があります。 

① 入居希望の意思確認 

入居対象者は、「生涯活躍のまち」構想の基本理念を理解した上で、入居希望の意思

が明確な者とします。このため、入居希望の意思を確認する丁寧なプロセスとして、

事前の相談や意見聴取、「お試し居住」などの支援策を用意する必要があります。 

② 入居者の健康状態 

入居者は健康な段階から入居することを基本とします。このため、健康な段階から

地域に溶け込み、できる限り健康で暮らせることを目指しつつ、医療・介護ニーズが

高まった後も住み慣れた地域に住み続けられるよう、計画的な移住・住み替えを目指

すことが重要です。ただし、要介護状態にある高齢者についても、丁寧な事前相談等

の上、入居することも考えられます。 

③ 入居者の年齢 

入居者の年齢は、中高年齢期における早めの住み替えや、入居する地域での活躍を

念頭に、50 代以上を中心とします。なお、入居者を特定の年齢に偏らずに幅広い年齢

構成とすることが、入居後ある時期にケアが一斉に必要となる事態を避けることがで

きるなど、コミュニティの持続的安定性の点で望まれます。このため、比較的若い世

代への情報発信・「お試し居住」・「二地域居住」などの支援方策も重要となります。 

Ⅱ 立地・居住環境 

「生涯活躍のまち」構想の「立地・居住環境」については、①地域社会（多世代）との

交流・協働、②自立した生活ができる居住空間、③対象地域の入居者の生活に係るサー

ビス等の全般を管理・調整する「運営推進機能」の整備の３点に関する「共通必須項目」

があります。 
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① 地域社会（多世代）との交流・協働 

中高年齢者が地域社会に溶け込み、子どもや若者など多世代と交流・協働や地域貢

献ができる環境を実現します。このため、地域住民や多世代が交流できる「地域交流

拠点」を整備するとともに、多様な施設・居住空間の形成に留意することが必要です。

この際、新たな入居者と地域住民との交流・協働が図られるよう十分な配慮が求めら

れます。 

② 自立した生活ができる居住空間 

中高年齢者が健康な時から人生の最終段階まで安心して自立した生活が送れるよう

な居住環境を提供するとともに、これまでの人生の継続とプライバシー保護のため、

共同生活と個人生活のバランスが取れた生活環境を確保することが重要です。 

このため、「サービス付き高齢者向け住宅」などの住宅を基本としつつ、地域全体で

見守り等を行う環境を整備する必要があります。 

③ 対象地域の入居者の生活に係るサービス等の全般を管理・調整する「運営推

進機能」の整備 

「地域交流拠点」を整備するとともに、対象地域の入居者の日常生活・医療・介護

等のケア・地域交流など生活に係るサービス全般の管理・調整・プログラム開発を担

う「運営推進機能」を支える専門人材（コーディネーター）を配置することが必要で

す。 

Ⅲ サービスの提供 

「生涯活躍のまち」構想の「サービスの提供」については、①移住希望者に対する支

援、②「健康でアクティブな生活」を支援するためのプログラムの提供、③「継続的な

ケア」の提供、の３点に関する「共通必須項目」があります。 

① 移住希望者に対する支援 

移住希望者に対する情報提供・事前相談・意見聴取・マッチングなどの支援やコミ

ュニティでの生活実態や地域社会の実情を体験する「お試し居住」や「二地域居住」

などの支援を行う必要があります。 

② 「健康でアクティブな生活」を支援するためのプログラムの提供 

元気な中高年齢者が「活躍」するためには、個人のスキルを活用するという視点と、

新しい生き方・人生を開いていくという視点が考えられます。「生涯活躍のまち」構想

を推進する地域においては、入居者のスキルを活かすような、また、ポテンシャルを

開かせるような地域資源とのマッチングと活動プラン作りが重要となります。 

これらを踏まえた上で、中高年齢者の希望に応じて、健康づくりや就業、生涯学習

など社会的活動への参加等によって健康でアクティブに生活することを目指すための

「目標志向型」の「生涯活躍プラン」を策定し、各種のプログラムを提供することが
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必要です。 

 

図：「生涯活躍」の具体的なイメージ 

 

 

図：「生涯活躍プラン」のイメージと PDCA サイクル 
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取組例：「⽣涯活躍」の参考となり得る事例 

①個⼈の『スキル』の活⽤ 
◎スキル × 就業（中⼩企業等） 
・建設業、製造業、情報通信業、卸売・⼩売業、⾦融・保険業、医療・福祉、教育・学

習⽀援業、サービス業等の経験や資格を有する⾼齢者が多数登録され、中⼩企業を中
⼼にした⾼齢者の専⾨的な能⼒・⼈材を活⽤したいというニーズに応える。【とやま
シニア専⾨⼈材バンク（富⼭県）】 

◎スキル × 社会参加（⽣活⽀援） 
・地域住⺠同⼠が助け合う組織を設⽴し、家事、介護、話し相⼿、お使い、⼦守、草取

り、窓ふき、⽝の散歩、⼤⼯仕事、庭⽊の剪定、相談ごとなどの依頼に対して「電話
⼀本即対応」の柔軟なサービスを提供。ボランティアから発展し、介護保険事業、障
害福祉サービス、移送サービス等も実施。【ＮＰＯ法⼈たすけあい平⽥（島根県出雲
市）】 

◎スキル × 社会参加（講師） 
・「芸術・⽂化」「スポーツ」「趣味・娯楽」「⼈⽂」「語学」「教育」等の各分野について

専⾨知識、経験、技術等を有する者が、学習活動に取り組もうとしているグループや
個⼈のニーズに応じて指導を⾏う。【⽣涯学習指導者紹介・登録制度（埼⽟県和光
市）】 

・シニア世代が⾃分の「技」や「知恵」を活かして、地域の福祉施設や⽼⼈クラブ、学
校、⾃治会等の依頼に応じて活動。【シニア世代による特技登録制度（愛知県豊⽥
市）】 

②個⼈の『ポテンシャル』の開拓 
◎ポテンシャル × 就業（介護） 
・介護ヘルパーの資格・経験に関わらず、社会貢献事業の主旨に共感する⾼齢者が介護

分野の⼈⼿不⾜の解消に貢献。【株式会社かい援隊本部（東京都）】 
◎ポテンシャル × 社会参加（育児・⼦育て） 
・ファミリー・サポート・センターを通じて、「保育施設の保育開始前や保育終了後の

⼦どもの預かり」、「保育施設までの送迎」、「放課後児童クラブ終了後の⼦どもの預か
り」、「学校の放課後の学習塾等までの送迎」などの活動を実施。ボランティアで最も
多いのは 60 歳代（28.3％）であり、70 歳代（6.3％）も含めると、3 ⼈に 1 ⼈は
60 歳以上である。【ファミリー・サポート・センター】 

◎ポテンシャル × 社会参加（教育） 
・「⼩学校パソコンボランティア」「特別⽀援教育ボランティア」等の養成講座を受講し

た⾼齢者が、⼩学⽣等の学習をサポート。【シニア活動⽀援事業（（公財）川崎市⽣涯
学習財団）】 

◎ポテンシャル × ⽣涯学習（講師） 
・⾃ら「⼀年制課程」「専攻課程」で学ぶほか、卒業後は彩の国いきがい⼤学のＯＢ講

師や公⺠館での⽣涯学習講座の講師、市⺠活動団体の研修講師等として活動。【彩の
国いきがい⼤学（（公財）いきいき埼⽟）】 

（資料）ホームページ等に基づき作成。  
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③ 「継続的なケア」の提供 

医療・介護が必要となった時に、人生の最終段階まで尊厳ある生活が送れる「継続

的なケア」の提供体制を地域の医療機関等と連携して確保し、重度の要介護状態にな

っても地域に居住しつつ介護サービスを受けることを基本とします。 

Ⅳ 事業運営 

「生涯活躍のまち」構想の「事業運営」については、①入居者の事業への参画、②情

報の公開、の２点に関する「共通必須項目」があります。 

① 入居者の事業への参画 

入居する中高年齢者自身がコミュニティの形成・運営に参画するという視点に配慮

した事業運営を行うことが必要です。 

② 情報の公開  

入居者や地域のステークホルダーが事業運営を的確にチェックできるようにするた

め、「生涯活躍のまち」に関する基本情報や財務状況のほか、入居者の要介護認定率や

健康レベルなどのケア関係情報などを公表することが必要です。 
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３．地域の特性や強みを活かす＝「選択項目」  

◎「生涯活躍のまち」に関する事業については、地域の特性やニーズに即した「多様性」

を尊重することが重要となります。そのため、地方公共団体が地域の特性や自らが希望

する地域づくりに沿ったコンセプトや入居者にアピールしたい事項を踏まえて事業を

実施することが求められます。 

Ⅰ 入居者 

「生涯活躍のまち」構想の「入居者像」については、①入居者の住み替え形態、②入

居者の所得等、③入居者の属性などに関する「選択項目」があります。 

① 入居者の住み替え形態 

地域によって、入居者の中心を「東京圏等から地方へといった広域的な移動を伴う

移住者」とするタイプと「近隣地域からの転居者」とするタイプが想定されます。 

 広域移住型  ⇔  近隣転居型  

② 入居者の所得等 

一般的な退職者5（厚生年金の標準的な年金月額 21.8 万円の高齢者夫婦世帯）が入居

できる費用モデルを基本としつつ、富裕層も想定した多様なバリエーションも考えら

れます。 

③ 入居者の属性 

入居者の出身地（U ターンなど）や趣味嗜好など個人的なニーズに着目したり、地

域が求める専門知識・技術をもった人材を対象とするなど地域のニーズに着目したり、

地域の実情に応じて入居者を募集することなどが考えられます。 

入居者の募集等においては、対象とする入居者の属性に応じた対応が重要であり、

例えば、定年退職を意識し始めた 50 代などに対しては、民間企業と連携して退職準備

段階において退職後の住まいや移住に関する情報提供を行うことや、移住支援とリン

クさせつつ希望に応じた就業の場の情報を提供することなども考えられます。 

                                                 
5 高齢者夫婦世帯の年収等の現状・サービス付き高齢者向け住宅のコスト（東京・地方比較）（粗い試算） 
・ 高齢者夫婦世帯の平均年間収入は、約 460 万円で、世帯数としては 300 万円～400 万円層が最多。ま

た、年収 300 万円～400 万円世帯の平均貯蓄額は約 1770 万円。また、高齢者夫婦世帯の平均貯蓄額は

2160 万円であり、4000 万円以上層（92.5 万世帯）・2000～3000 万円層（86.7 万世帯）が太宗を占め

る。なお、定年退職者の退職金は 2,200～2,400 万円層が最多（約 8%）で、平均額は 1,941 万円。 
・ 高齢者夫婦世帯の厚生年金の標準的な年金額は、21.8 万円（月額）/261.6 万円（年額）で、この年収層

の平均貯蓄額は 1,760 万円。なお、住宅の売却額の平均値（全年代合計・過去 8 年）は、1,100 万円以

上。 
・ サービス付き高齢者向け住宅（サ高住）のコストは、内閣官房が行った試算によれば、東京では平均約

25 万円である一方、地方（福井、高知、三重（地価が中位に位置する県））では平均約 12.6 万円とな

り、高齢者夫婦世帯が、サ高住に入居した場合の消費支出は、東京では月 39.5 万円である一方、地方で

は月 26.9 万円となる。 
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取組例：⼊居者像の検討例 

①どの地域の中⾼年齢者を中⼼に移住・住み替え⽀援を⾏うか 

◎広域移住型（東京圏等から地⽅へといった広域的な移動を伴う移住者） 
・茨城県笠間市：⼀定の交流⼈⼝があることを強みとして、移住・⼆地域居住を推進 
・⼭梨県都留市：都⼼から⾼速で１時間の利便性を活かし移住・住み替えを推進 

◎近隣転居型（近隣地域からの転居者） 
・⻑野県松本市：中⼼市街地活性化の観点から郊外から「まちなか」居住への誘導 
・⼭万株式会社 
：査定額の 100%で住まいを買い取り、ユーカリが丘内での住み替えサポートする

「ハッピーサークルシステム」を実施 
②⼊居者の特性をどう考えるか 

◎U ターン移住・住み替え 
・静岡県南伊⾖町・東京都杉並区 
：杉並区の保養所があったつながりを活⽤し、移住・住み替え⽀援の連携 

・医療法⼈⽟昌会：⿅児島県外に出た⼈の U ターン、地域住⺠をターゲット 
◎個⼈的なニーズ・地域のニーズに着⽬ 

・新潟県南⿂沼市：国際⼤学と連携した地域のグローバル化施策の⼈材を呼び込む 
・⻑野県松本市：城下町における都市としてのコミュニティの復元を⽬指す 

 

参考：東京と地⽅のサ⾼住（夫婦２⼈）のコスト 

◎東京と地⽅のサービス付き⾼齢者向け住宅（夫婦２⼈）のコスト⽐較（粗い試算） 
・健康時からの移住を想定し、夫婦２⼈での居住等の⼀定の条件を置いた上で、サー

ビス付き⾼齢者向け住宅（サ⾼住）に係るコストを粗く試算し、地価の最も⾼い東
京都と、全都道府県の中間の順位（23〜25 位）に位置する福井県・⾼知県・三重
県を⽐較すると、２倍程度の差異が⽣じている。 
※ 既存のサ⾼住は、80 代以上で単⾝の要介護者が⼊居する場合が多くなっている。 
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参考：東京と地⽅のサ⾼住（夫婦２⼈）の消費⽀出 

◎東京と地⽅のサービス付き⾼齢者向け住宅⼊居者（夫婦２⼈）の消費⽀出の⽐較（粗い試算） 
・夫婦２⼈での居住等の⼀定の条件を置いた上で、サ⾼住に⼊居する⾼齢者世帯（年

収 250〜349 万円）の消費⽀出（⽉額）を粗く試算すると（※）、東京都のサ⾼住
に⼊居している場合は 40 万円弱となるが、福井・⾼知・三重県のサ⾼住に⼊居し
ている場合は 27 万円弱となる。 
※①で粗く試算したサ⾼住（夫婦２⼈）のコストに、総務省家計調査における⾼齢者世帯＊１の

「⾷料」「光熱・⽔道」「保健医療」「交通・通信」「諸雑費（介護サービス等）」等の消費⽀出額
を加えることによって、試算。 

 

Ⅱ 立地・居住環境 

「生涯活躍のまち」構想の「立地・居住環境」については、①立地、②地域的広がり、

③地域資源の活用、④地域包括ケアシステムの構築との連携などに関する「選択項目」

があります。 
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① 立地 

地域によって、都市部の「まちなか」に設置するタイプと「田園地域」に設置する

タイプが考えられます。 

 まちなか型  ⇔  田園地域型  

② 地域的広がり 

カバーする対象地域の広がりによって、「タウン型」（主として地域のソフト・ハー

ドの資源を一体的・総合的に活用するタイプ）と「エリア型」（主として一定の地域を

集中的に整備するタイプ）が考えられます。 

 タウン型  ⇔  エリア型  

③ 地域資源の活用 

地域の空き家や空き施設など既存ストックの活用や団地の再生など、地域資源の多

様な活用形態が想定されます。特に、主として地域のソフト・ハードの資源を一体的・

総合的に活用する「タウン型」においては、地域に存在する空き家を有効活用したま

ちづくりを行うことも考えられます。 

なお、地域資源の活用にあたっては、コミュニティの魅力・利便性向上の観点から、

コミュニティへの交通アクセスや地域内の交通網の確保・充実にも配慮することが望

まれます。 
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取組例：⽴地・居住環境の検討例 

① どこに⽴地するか 

◎まちなか型（都市部の「まちなか」に設置するタイプ） 
・⻑野県松本市：松本城周辺の中⼼市街地（松本城三の丸地区を想定） 

◎⽥園地域型 
・新潟県南⿂沼市：国際⼤学周辺地域（農業体験、登⼭、スキーなどのアクティビ

ティ） 
② 地域的広がり 

◎エリア型（主として⼀定の地域を集中的に整備するタイプ） 
・⿅児島県姶良市：厚⽣年⾦福祉施設サンピアあいらの跡地を活⽤ 

◎タウン型（主として地域のソフト・ハードの資源を⼀体的・総合的に活⽤するタイ
プ） 
・⼭梨県都留市：市内各地区の空き地、雇⽤促進住宅を活⽤し、ネットワーク化し

た取組の展開を検討中 
・⻑野県松本市：市内各地区の「地域づくりセンター」や「福祉ひろば」（健康、

福祉、⼦育ての拠点）を活⽤し、取組をネットワーク化 
・⽯川県輪島市：伝統産業である漆器でまちを彩りながら、既存のコンパクトに集

約された市街地を活⽤した⽣涯活躍のまちづくりを実現するため、電動カートで
つなぐ新交通システムの導⼊、空き家を活⽤した多世代型地域コミュニティの形
成、⻘年海外協⼒隊経験者等を対象とした移住促進を図る。 

 

③ 地域資源の活⽤ 
◎空き家活⽤の例 

・静岡県南伊⾖町・東京都杉並区 
：空き家を町が借り上げ、お試し移住希望者に短期間貸与する事業も実施。 

◎既存施設・公共施設活⽤の例 
・新潟県南⿂沼市、⼭梨県都留市、⾼知県：地元⼤学と連携 
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取組例：交通アクセスの観点からの移住・交流促進に向けた取組 

「⽣涯活躍のまち」構想においては、東京圏をはじめ地域の中⾼年齢者が、⾃らの
希望に応じ、それぞれの⼈⽣のライフステージに合わせた新たな暮らし⽅や住み⽅を
求めて移住し、「第⼆の⼈⽣」を歩むための⽀援が重要である。 

このため、移住希望者に対しては、ニーズに応じたきめ細かな⽀援を展開し、⼊
居・定住に結びつけることが重要であり、その際、コミュニティの魅⼒・利便性向上
に向けて、コミュニティへの交通アクセスや地域内の交通網の確保・充実に配慮する
ことも考えられる。 

移住・交流促進に向けて、地⽅公共団体や⺠間事業者において様々な取組が進めら
れている。 

① 地⽅公共団体や⺠間事業者が連携して実施する移住・交流促進（⻑野県・佐久市・JR 東⽇
本） 

全国初の取り組みとして、⻑野県、佐久市、JR 東⽇本の連携により、移動コスト
に対する⽀援を活⽤した県内への交流⼈⼝の増加を図る仕組みを導⼊。 
－⾸都圏から実際に佐久市に⾜を運ぶ移住お試しツアーの実施 
－｢⼤⼈の休⽇倶楽部」会員が移住後も気軽に⾸都圏に出かけられるよう、移住先の

佐久平〜⾸都圏間の移動をサポート（⼤⼈の住まいるプラン佐久） 

 

 

② 地⽅公共団体が実施する移住・定住促進（⻑野県佐久市） 
⻑野県佐久市では、さらなる移住促進に向け、佐久市に移住される⽅の住宅取得費

や中古住宅の改修費、さらには新幹線通勤定期券購⼊費を対象に、補助制度を創設。
具体的には、下記の事業を実施。 
－空き家情報や、就労、就農情報などのワンストップ相談サービスの提供 
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－移住交流推進員(都内)、移住交流相談員(市内)を配置 
－市有の居宅を活⽤した無料移住体験の提供（最⻑ 14 ⽇） 
－移住促進に向け、市内への移住者を対象に住宅取得費や中古住宅の改修費、 

さらには新幹線通勤定期券購⼊費等に対する補助 

③ ⺠間事業者が実施する中⾼年向けサービス（JR） 

JR ではシニア向けの会員サービスを展開しており、こうしたサービスの活⽤を通
じ、「⽣涯活躍のまち」と他の地域とを⾏き来する際の交通費を軽減することも考え
られる。 
○ジパング俱楽部 

・男性満 65 歳以上、⼥性満 60 歳以上が⼊会可能で、全国の JR きっぷや JR ホテ
ルグループの宿泊料⾦割引などの特典を受けることができる。 

○⼤⼈の休⽇俱楽部（JR 東⽇本） 
・ミドル会員（男性満 50〜64 歳、⼥性満 50〜59 歳対象）とジパング会員（男性

満 65 歳以上、⼥性満 60 歳以上対象）があり、JR 東⽇本線、JR 北海道線のき
っぷ割引などの会員特典がある。 
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④ 地域包括ケアシステムの構築との連携 

「生涯活躍のまち」構想と地域包括ケアシステムの構築については、両者を連携さ

せて相乗効果を高めていくことが望まれます。受入れ側の地方公共団体において「生

涯活躍のまち」構想と地域包括ケアシステムの構築に向けた施策が連携して展開され

れば、入居者と地元住民に対する各種サービスが一体的に提供され、それにより入居

者と地域社会との交流が一層高まり、相互に刺激を与え合い、協働する環境を形成し

ていくことが期待できます。 

例えば、地域包括ケアシステムの構築との連携の観点から、「生涯活躍のまち」の「地

域交流拠点」として、既存の福祉拠点のスペースを入居者や近隣住民の集いの場とし

て活用することや、「運営推進機能」を支える専門人材（コーディネーター）が介護保

険制度の地域支援事業における「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」

と兼任又は連携し、地域の生活支援等サービスの体制整備に取り組むことも考えられ

ます。これにより入居者と地域社会との交流が一層促進され、中高年齢者が社会参加

しながら生活支援等サービスが利用できる地域づくりをする点やコミュニティの継続

性が高まるという点でも意義があります。 

図：地域包括ケアシステムの構築との連携のイメージ 

 

Ⅲ サービスの提供 

「生涯活躍のまち」構想の「サービスの提供」については、①住み替えサービス、②

就業・社会参加支援サービスなどに関する「選択項目」があります。 

① 住み替えサービス 

中高年齢者が現在の持ち家などの居住用資産を、若年層などに売ったり貸したりす

るなど、資金化できるよう支援することが考えられます。 
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中古住宅を活用し、その流通を支援するため、建物評価実務の改善、建物検査（イ

ンスペクション）や住宅瑕疵担保保険の普及などの取組が進められています。また、

民間企業等においては、地域金融機関との連携による賃料を担保としたローンの実施

や、メンテナンスやリフォーム等で利用価値が維持・向上された中古住宅について、

売買査定を適正に行って資産価値を評価するなどの取組が進められています。 

 

取組例：住み替えに伴う中古住宅の資⾦化の取組例 

東京圏をはじめとする地域の中⾼年齢者が、希望に応じ地⽅や「まちなか」に移り
住むにあたり、残された中古住宅がより適切に資⾦化されるよう、様々な取組を推進
していく必要がある。住み替えの際に求められる中古住宅の資産化の推進に向けて、
地域⾦融機関などが様々な取組を進めている。 

① 中古住宅の賃貸による資⾦化 

○「マイホーム借り上げ制度」の実施（⼀般社団法⼈移住・住みかえ⽀援機構（ＪＴ
Ｉ）） 
・ＪＴＩが、シニア（50 歳以上）のマイホームを最⻑で終⾝にわたって借上げ、

安定した賃料収⼊を保証する制度。家賃は市場よりやや低めとなるが、制度利⽤
者は賃借⼈のいるいないにかかわらず、ＪＴＩを通じて賃料収⼊を得ることがで
きる。国は、基⾦により、この制度をサポート。 

 

○賃料債権を担保とした融資（地域⾦融機関とＪＴＩの提携による住み替え型リバー
スモーゲージ）（常陽、⼋⼗⼆、北海道、北陸銀⾏等） 
・⾦融⾯からの空き家対策の⼀環として賃料返済型リバースモーゲージローンを活

⽤した取組を開始。地域⾦融機関が空き家所有者に対して賃料を担保としたロー
ンを実⾏し、空き家所有者がＪＴＩを介し、空き家への⼊居者を募集、賃料収⼊
を得るもの。 
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（資料）⼀般社団法⼈移住・住みかえ⽀援機構ホームページ等に基づき作成。 

②中古住宅の売買による資⾦化 

○⼤⼿ハウスメーカーによる中古住宅の売買査定（スムストック：優良ストック住宅
推進協議会） 
・住宅メーカー10 社及び流通グループ（スムストック：優良ストック住宅推進協

議会）が、メンテナンスやリフォーム等で利⽤価値が維持・向上された住宅の資
産価値を、適正な基準をもとに「スムストック査定」し、良質な中古住宅の流通
を促進。 

（資料）優良ストック住宅推進協議会資料に基づき作成。 

○住宅取得にあたって住宅融資保険を活⽤したリバースモーゲージ型の融資（住宅⾦
融⽀援機構） 
・住宅⾦融⽀援機構と⾦融機関との間で契約する保険として、⾦融機関が融資する

⾼齢者（満 60 歳以上の⽅）が⾃ら居住する住宅の建設・購⼊、リフォーム、サ
ービス付き⾼齢者向け住宅の⼊居⼀時⾦⼜は既存の住宅ローンの借換え資⾦のロ
ーンで、融資した⾼齢者の死亡時に元⾦等を⼀括で返済するローンに関する保険
も存在。 

 
（資料）住宅⾦融⽀援機構ＨＰ「【⾦融機関さま向け】住宅融資保険のリバースモーゲージ型住宅ロー

ンへの活⽤について」より引⽤。 
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② 就業・社会参加支援サービス等 

地域によって、中高年齢者のニーズに応じた就業機会の提供、地域の子育て支援、

地域と学校が連携・協働した取組による学習などの支援、地域おこし、環境改善など

様々な地域課題に関する活動への参加、地域の大学、公民館や図書館、博物館などの

社会教育施設等との連携による生涯学習の機会提供など、多様な支援サービスの提供

が考えられます。 

 

取組例：「⽀援サービス」の参考事例 〜就業等〜 

○地域農園、コミュニティレストランでの就労ー当別町共⽣型地域福祉ターミナル（北
海道当別町） 
・「共⽣型コミュニティ農園ぺこぺこのはたけ」認知症の有無に関係なく⾼齢者がそ

れまでの経験を活かして就労できる農園を軸に、そこで採れた⾷材を活⽤したコミ
ュニティレストランや交流スペースを含む拠点。⾼齢者だけでなく、障害者の就労
の場所にもなっている。 

○シニア・ジョブスタイル・かながわ（神奈川県） 
・40 歳以上の⽅が対象の就業⽀援施設。キャリアカウンセリングを中⼼とした就業

⽀援、⽣活⽀援相談、職業相談・職業紹介。職種の選び⽅や⾯接対策のアドバイス
から職業紹介まで、ワンストップで様々なサービスを利⽤可能。 

○⾼齢者の起業・仲間づくり⽀援ー⾼齢者⽣きがいワーク⽀援事業（奈良県） 
・⾼齢者の⽣きがいや就労の場を創出するとともに、地域が抱える課題解決につなげ

るため、⾼齢者がその知識や経験を活かし、⾝近な仲間で事業を起こしたり、起業
を⽬的とした仲間づくり活動を実施することに対して⽀援。事業の⽴ち上げ経費の
⼀部を助成（上限１００万円／グループ）。セミナー、相談会、情報交換会の開
催。 

○シルバー⼈材センター登録者の労働時間延⻑（兵庫県養⽗市） 
・シルバー⼈材センターが派遣する⾼齢者の労働時間を週 20 時間から週 40 時間ま

で延⻑する要件緩和の仕組みを活⽤。⼈⼿不⾜分野における労働⼒を確保するとと
もに、会員の⽣きがいづくり、所得の向上等の効果を⾒込む。 

○⾼齢者の就労マッチング⽀援・活躍の場の開拓ー福岡県 70 歳現役応援センター（福
岡県） 
・「70 歳まで働ける企業」の開拓など⾼齢者の活躍の場の拡⼤。⾼齢者が地域の⼦育

ての現場で活躍する「ふくおか⼦育てマイスター」の養成。専⾨相談員による就業
から社会参加まで多様な選択肢の提案・マッチング⽀援。企業向け⾼齢者雇⽤セミ
ナーや中⾼年従業員向けセミナーの開催など。 

○⽇常⽣活サービス（配⾷、運転⼿等）を⾼齢者⾃⾝が提供（シェア⾦沢・ゆいま〜る
那須） 

○農業体験や農業⽀援（シェア⾦沢・ゆいま〜る那須、笠間、南⿂沼、都留、南伊⾖
等） 

  （資料）ホームページ等に基づき作成。 
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取組例：「⽀援サービス」の参考事例 〜⽣涯学習〜 

○⽴教セカンドステージ⼤学ー50 歳以上のシニアのための１年の「学び直し」と「再
チャレンジ」の場 
・修業年限は 1 年。カリキュラムは、①エイジング社会の教養科⽬群（⼈⽂学的教

養の習得）、②コミュニティデザインとビジネス科⽬群（NGO 等活動、ソーシャ
ル・ビジネス等に役⽴つ実践的科⽬）、③セカンドステージ設計科⽬群（セカンド
ステージの⽣き⽅についての科⽬）、④ゼミナール・修了論⽂、⑤全学共通カリキ
ュラムの受講が可能。 

・１年の本科修了後も、さらに勉学を続けたい受講⽣のために、専攻科＋科⽬聴講⽣
制度。また、セカンドステージに役⽴つ調査・研究活動や社会的に意義のある活動
を⾃主的に⾏っている受講⽣および修了⽣の団体を側⾯から⽀援する社会貢献活動
サポートセンターを設⽴。 

○起業、コミュニティビジネス、NPO の設⽴・参画等のための⽣涯現役夢追塾（福岡
県北九州市） 
・課題解決型学習（PBL）の⼿法により「地域の課題」や「解決⼿法」について、共

通の認識を持つグループの中で学ぶ。 
・受講終了後、すぐに実践に取り掛かれることを⽬指した、実践的・専⾨的な講義。

塾⽣も「講師」となり、お互いに学びあう。 
・⼤学⽣等の参加による、多世代交流を通じて、コミュニケーション能⼒等を⾝につ

け、多様な感性による「気づき」や「発⾒」の場とする。 
（資料）ホームページ等に基づき作成。 
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取組例：「⽀援サービス」の参考事例 〜社会参加〜 

○介護⽀援ボランティアポイント事業 
・介護保険制度の中の地域⽀援事業として、介護保険料、国・県・市の予算を財源と

して実施。地⽅公共団体が認めた介護保険施設などでボランティア活動をすると、
その活動に対してポイントが付与され、ポイントに応じて換⾦、商品交換、介護保
険料負担軽減資⾦の⽀給申請等ができる。平成 26 年度は、約 235 地⽅公共団体
で実施。 

○「ごちゃまぜサロン」で⽀援が必要な⼈を⽀える「パーソナルアシスタント」のコー
ディネート。「共⽣型地域福祉ターミナルみんなのうた」（北海道当別町） 
・「共⽣型地域福祉ターミナルみんなのうた」で、⼦どもから⾼齢者までが世代や障

害・病気の有無に関係なく交流し、地域活動やボランティア活動を企画・運営する
場である「ごちゃまぜサロン」を設置。地域住⺠が主体的に企画・運営。 

・⽀援が必要な⼈を⽀えるボランティア「パーソナルアシスタント」のコーディネー
ト。地元の商⼯会と連携してボランティアポイント制度も運⽤。 

○登録した「シニアマスター」が地域活動団体の依頼に応じて活動ー元気シニアバンク
（茨城県） 
・バンクに登録された⽅々は「茨城シニアマスター」として、⼦供会や⾼齢者施設、

⽼⼈クラブなど、講師や実演を求めている様々な地域活動等を⾏う団体等の依頼に
応じて活動。 

・⾼齢者の⽅が⻑年にわたり培った豊富な知識・経験・技能を、地域のさまざまなニ
ーズに積極的に活⽤し、地域貢献。⾼齢者の⽅の社会参加活動を通した⽣きがいと
健康づくりのため設置。 

○会員制サークル「多摩らいふ倶楽部」で、多摩地域の素敵な場所や出会いの機会を提
供ー多摩信⽤⾦庫（東京都） 
・市町村との共催で創業⽀援セミナーを実施し、⾼齢者等が起業する際のノウハウを

提供。地域の「課題解決」や「活性化」を図るため、メーリングリストで、市⺠、
ＮＰＯ、企業、経済団体、地⽅公共団体などをつなぐ「多摩ＣＢ（コミュニティビ
ジネス）ネットワーク」の運営に協⼒。多摩信⽤⾦庫が地域の情報の収集・発信を
⾏うプラットフォームとして機能。 

○地域に開かれた⾷堂等をはじめとする「地域交流拠点」の運営（シェア⾦沢・ゆいま
〜る那須） 
・⾼齢者の雇⽤の場、障害者就労⽀援、多世代交流の場の提供、コミュニティに住む

美⼤⽣へのギャラリーの提供等、農業体験等の収穫物を販売 
○地域コミュニティのボランティア参加を条件として⽐較的安価に賃貸住宅を提供（シ

ェア⾦沢） 
（資料）ホームページ等に基づき作成。 
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③ その他 

医療・介護サービスについては、入居者の希望に応じて、内付け（「運営推進機能」

を担う事業主体自身が提供）又は外付け（地域の医療・介護事業者が提供）で提供す

る形態になります。 

また、医療・介護人材不足に対応し、IT 活用や多様な人材の複合的なアプローチ、

中高年齢者の積極的な参加等により、効率的なサービス提供を目指すことが考えられ

ます。 

Ⅳ 事業運営 

「生涯活躍のまち」構想の「事業運営」については、①多様な主体による事業実施、

②持続可能な事業運営、③コミュニティにおける適切な人口構成の維持などに関する「選

択項目」があります。 

① 多様な主体による事業実施 

「生涯活躍のまち」の事業運営については、民間企業や医療法人、社会福祉法人、

大学、NPO、まちづくり会社（第３セクター）など多様な事業主体が「運営推進機能」

を担うことが想定されることから、地域の実情を踏まえつつ、当該事業主体の強みを

発揮したまちづくりを行うことが期待されます。 

「生涯活躍のまち」構想に関する事業の具体化に当たっては、事業形態や土地・施

設の提供主体の特性等に応じ、地域金融機関と連携するなど、多様なファイナンス手

法を活用することが考えられます。また、入居者の安心・安全な居住のため、バック

アップオペレーターなど事業の継続性を確保するための体制整備を確保することが望

まれます。 

適切な事業運営を確保する観点から、第三者機関が事業運営を評価することが考え

られます。 

② 持続可能な事業運営 

「生涯活躍のまち」構想に関する事業を持続的に運営するためには、まずは、その

事業の収益構造を把握するとともに、どのような工夫・対応ができるのかを検討する

必要があります。 

「運営推進機能」を担う事業主体や事業内容、入居対象者（所得等）によって、事

業の収益構造（収益性）は多様であると考えられます。一般的には、民間企業につい

ては、一定の所得層以上を対象とし、経費は入居者・利用者の負担とするのが基本で

あり、社会福祉法人等については、低所得者も対象とし、補助金や福祉サービスを活

用して、入居者・利用者負担を軽減・免除することが想定されます。 

事業運営を持続可能にするためには、「運営推進機能」を担う事業主体（民間企業、

社会福祉法人等）が実施する事業やターゲットとする入居者等を見極めた上で、中高

年齢者の住まいの提供や医療・介護サービス、生涯学習や趣味等の活動への参加に関

するサービス提供等を通じ、必要に応じて入居者等からの対価を得るとともに、効果
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的なサービス提供などの安定的な収益を確保できるような経営面における工夫や、地

域資源・既存補助金の活用など資金調達面における工夫等を通じて、イニシャルコス

ト（初期費用）とランニングコスト（維持費用）を減らしていく努力が必要です。 

 

図：持続可能な「事業運営モデル」（イメージ）
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取組例：持続可能な「事業運営モデル」の具体的事例 
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③ コミュニティにおける適切な人口構成の維持 

中長期的にわたって多世代が交流しながら活気あるコミュニティを確保するために

は、コミュニティの人口構成を適切に維持していく必要があります。 

同世代の入居者が偏在するコミュニティにおいては、入居後ある時期に多くの世帯

が高齢化し、それに伴い、建物のバリアフリー化や医療・介護体制の整備など、様々

な課題が同時期に顕在化する可能性があります。また、高齢者のみのコミュニティ等

では、外の若い世代が魅力を感じにくいため、新たな若い世代の入居が進みにくいと

考えられます。そのため、コミュニティの入居者を特定の年齢に偏らず、幅広い年齢

構成とすることがコミュニティの持続的安定性の点で望まれます。 

コミュニティにおいて中長期的に適切な人口構成を維持するためには、コミュニテ

ィ内の年齢構成が偏らないよう、「運営推進機能」を担う事業主体が入居時に対象者を

選定する等の工夫をすることや、コミュニティへの新たな入居者を継続的に確保でき

るような魅力づくりや仕組みづくり、情報提供を行うことなどが考えられます。 

バランスのいい人口構成を実現するため、例えば、移住希望者を同時期に入居させ

ずに、時期をずらして段階的にコミュニティへ入居を進めるなどの工夫も必要となり

ます。 

こうした観点から、中高年齢者への住まいの提供については、バランスの良い入居

者の構成やコミュニティの趣旨に賛同する新たな居住者の確保が容易な「賃貸」が基

本となると考えられます。大都市近郊など地域の特性に応じ、「分譲」とする場合には、

段階的な入居者募集や入居者入れ替え時のあっせん、情報提供など一定の工夫をする

ことが求められます。 

図：賃貸と分譲の特徴 

 ＜『賃貸』の特徴＞ ＜『分譲』の特徴＞ 

入 

居 

者 

視 

点 

○入居者の初期費用の負担が比較的軽
い。 

○入居者がコミュニティになじまなか
った場合や死亡した場合などの退去
にあたっての財産処分が不要である
ことから、比較的手続的な負担が軽
い。 

○資産として取得できる安心感があ
る。 

○基本的に、住宅取得にあたってまと
まった資金が必要である。 

○固定資産税など資産保有のためのコ
ストがかかる。 

○入居者がコミュニティになじまなか
った場合や死亡した場合など退去にあ
たっての財産処分が必要である。 

事 

業 

者 

視 

点 

○資金回収に時間を要する。家賃の
「前払い方式」を活用することで回収
を早めることは可能である。 

○コミュニティの趣旨に賛同する入居
者の選定は比較的行いやすい。 

○事業者が共用部等を含む建物を保有
しつづけるため、コミュニティに継続
的に関与することとなる。 

○早期の資金回収が容易である。 
○相続等の場合において、コミュニテ
ィの趣旨に賛同する者への分譲を担保
するためには、事業者による住宅の買
取やあっせんを行うなどの工夫が必要
である。 
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図：人口構成の維持が適切になされるコミュニティ（イメージ） 
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第３章 国、地方公共団体及び「運営推進機能」を担う事業主体の

役割分担と連携 

◎高齢者の医療・介護や住まいに関しては、既に一般的な制度が整備されており、その

下で、民間ベースにおいて創意工夫がなされ、自由かつ主体的に様々な事業が展開さ

れています。「生涯活躍のまち」構想は、こうした一般的な制度の上に乗る形で、東京

圏をはじめ地域の中高年齢者が地方や「まちなか」への住み替えを希望する場合の地

域の受け皿をつくるため、地方公共団体が責任をもって行う「まちづくり」として取

り組む事業と位置付けられます。 

◎その趣旨を踏まえると、「生涯活躍のまち」構想は、地方公共団体が、地方創生の観点

から策定する「地方版総合戦略」において事業として規定し推進するものであること

が望ましいと考えられます。これに対し、地方公共団体と関わりなく展開されるもの

は、あくまでも民間ベースの取組として位置づけることが適当と考えられます。 

◎地方公共団体の事業として推進する場合、地域再生法の一部を改正する法律（平成 28

年４月 20 日法律第 30 号）により「生涯活躍のまち形成事業」が地域再生制度の一つ

として位置付けられたところであり、この枠組により事業を推進する場合は、法に基

づき地域再生計画及び生涯活躍のまち形成事業計画の作成を行うことが想定されま

す。 

◎「生涯活躍のまち」構想の推進に当たっては、国、地方公共団体、「運営推進機能」を

担う事業主体が適切に役割分担を行うとともに、それぞれが連携することが重要とな

ります。ここでは、その役割分担と連携について示します。 
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図：国、地⽅公共団体、「運営推進機能」を担う事業主体の役割分担と連携（イメージ） 
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１．国の責務・役割   

地域再生法の一部を改正する法律（平成 28 年４月 20 日法律第 30 号）により、「生涯

活躍のまち」が地域再生制度の一つとして位置づけられました。これに基づき、国は、

①地域再生基本方針の作成、②地方公共団体の地域再生計画の認定を行うこととされて

います。あわせて、地方公共団体の構想の具体化を支援するために③政策的な支援措置

等を行っていくこととしています。 

 

国の責務・役割の具体的な内容 

① 地域再⽣基本⽅針の作成 
・地域再⽣基本⽅針（平成 28 年４⽉ 15 ⽇改訂）を改正し、「⽣涯活躍のまち」構想

に関する基本的な事項等を記載6。 
② 地⽅公共団体の地域再⽣計画の認定 

・地⽅公共団体が地域の実情に即して作成した地域再⽣計画について、地域再⽣基本
⽅針に照らして認定 

③ 政策的な⽀援措置等 
・地域再⽣法の改正により、「⽣涯活躍のまち」が地域再⽣制度の⼀つとして位置づ

けられ、地⽅公共団体が主体となって、⽣涯活躍のまち形成事業に関する事項を盛
り込んだ地域再⽣計画を作成し、その具体化に向けて市町村が「⽣涯活躍のまち形
成事業計画」を作成する仕組みを明確化した。 

・今般の改正においては、中⾼年齢者の社会的活動への参加の推進や住まい・介護サ
ービス等の⽣活環境の整備、移住希望者の来訪・滞在の促進等を⼀体として⾏うた
め、市町村と連携して⽣涯活躍のまち形成事業を⾏う事業者が、取組を円滑に実施
できるよう、⼿続の簡素化のための措置が講じられた。 

・国は、上記も踏まえ、地⽅公共団体や「運営推進機能」を担う事業主体が実施する
「⽣涯活躍のまち」構想の具体化を⽀援するため、本「⼿引き」の作成などの「情
報⽀援」、関係府省からなる「⽣涯活躍のまち形成⽀援チーム」による「⼈的⽀
援」、「地⽅創⽣推進交付⾦」による先駆的な取組に対する「財政⽀援」など、あら
ゆる側⾯からの⽀援を⾏う。 

  

                                                 
6 改正後の本文は、内閣府地方創生推進事務局のウェブサイトから「関連閣議決定等」から閲覧できる。
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/kettei.html 
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２．地方公共団体の役割  

地方公共団体は、地域の特性や強みを活かして具体的な構想を検討し、「運営推進機能」

を担う事業主体や地域関係者と連携して、構想の実現を推進していくことが求められま

す。また、多様な主体が特性や実績を活かし地域において創意あふれる取組を行うこと

ができるよう、事業主体等に対する多様な支援を実施するなど、民間の活力を引き出す

後押しの役割を発揮することが期待されます。 

具体的には、①基本計画としての地域再生計画の作成、②「運営推進機能」を担う事

業主体の選定（地域再生推進法人の指定）、③生涯活躍のまち形成事業計画の作成、④地

域再生推進法人に対する指導・監督・支援を行うことなどが求められます。 

 

地⽅公共団体の役割の具体的な内容 

①「地域再⽣計画」の作成 
・地⽅公共団体は、地域の実情に即した「⽣涯活躍のまち」構想の基本コンセプトを

検討し、「地⽅版総合戦略」にそれを盛り込んだ上で、⽣涯活躍のまち形成事業に
関する事項を盛り込んだ地域再⽣計画を作成し、国が認定を⾏う。 

・この地域再⽣計画は、実際に事業を⾏う市町村が単独で、⼜は、都道府県若しくは
他の市町村と共同で作成することができる。 

・なお、地域再⽣計画の検討に際しては、⾏政のみならず、官⺠の構想検討会議（地
域再⽣協議会）などの場において地域の事業者等と連携し、協議を⾏うことが望ま
しい。 

・地域再⽣計画に基づいて実施した事業の効果を検証し、必要に応じて地域再⽣計画
を変更するという⼀連のプロセス（PDCA サイクル7の確⽴）が重要であるため、
地域再⽣計画には⽬標を設定することが努⼒義務となっている。その際にはＫＰＩ
（重要業績評価指標8）を設定することが想定される。 

②「運営推進機能」を担う事業主体の選定（地域再⽣推進法⼈の指定） 
・地⽅公共団体は、事業の実現に向けて、⽣涯活躍のまち形成事業の「運営推進機

能」を担う事業主体を選定 
・具体的には、地⽅公共団体は、事業に必要な⼈員の配置や財務状況などの観点か

ら、地域再⽣計画に基づく業務を適正に⾏うことができると認める事業主体を選
定。地域の実情に即して、公募による選定を⾏うことも考えられる。 

・「運営推進機能」を担う事業主体の選定に関しては、地域再⽣制度における地域再
⽣推進法⼈として指定することも可能（法第 19 条）。地域再⽣推進法⼈を指定す

                                                 
7 PDCA サイクル：Plan-Do-Check-Action の略称。Plan（計画）、Do（実施）、Check（評価）、Action（改善）の４つの視

点をプロセスの中に取り込むことで、プロセスを不断のサイクルとし、継続的な改善を推進するマネジメント手法のこ

と。Plan-Do として効果的な「基本計画」の策定・実施、Check として「基本計画」の成果の客観的な検証、Action とし

て検証結果を踏まえた施策の見直しや「基本計画」の改訂を行うことが求められる。 
8 重要業績評価指標（KPI）：Key Performance Indicator の略称。 
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る場合は、地域再⽣推進法⼈に⽣涯活躍のまち形成事業計画の案の作成・提出を求
めることも可能（法第 17 条の 25）。 

③⽣涯活躍のまち形成事業計画の作成 
・地域再⽣計画の認定を受けた市町村が「⽣涯活躍のまち」構想を推進するにあたっ

ては、地域における様々な主体と協⼒しながら、地域の特⾊や地域資源を把握して
いる市町村⾃らが責任をもって取り組むことが重要。そのため、市町村が関係者と
協⼒し、具体的に取り組むべき事項を⽣涯活躍のまち形成事業計画に記載すること
が求められる。 

・事業計画には、地域再⽣計画で定めた構想の実現に向けて、 
①社会的活動への参加推進に関する取組、 
②⾼年齢者に適した住宅の整備に関する取組 
③継続的なケアの提供体制の確保に関する取組 
④移住⽀援に関する取組 
などについて記載することが求められる。それぞれの項⽬について、移住希望者が
「⽣涯活躍のまち」を選択する上で適切な判断の材料となるよう、地域の特性に応
じた具体的なサービス内容等が記載されていることが望ましい。 

・また、事業計画を作成する際には、地域再⽣計画の認定を受けた市町村のほか、
「運営推進機能」を担う事業主体（地域再⽣推進法⼈）、都道府県知事、移住⽀援
やまちづくりを⾏う事業者、就業や⽣涯学習など社会的活動を⽀援する事業者（公
共職業安定所やシルバー⼈材センター、⼤学、公⺠館や図書館、博物館などの社会
教育施設など）、医療・福祉サービスの提供事業者（医療法⼈や社会福祉法⼈な
ど）、住⺠など地域の様々な関係者が参画する地域再⽣協議会を設置し、事業計画
に盛り込まれる内容等について協議し、多様な意⾒が適切に反映されるようにする
ことが必要 

④「運営推進機能」を担う事業主体（地域再⽣進法⼈）に対する指導・監督・⽀援 
・市町村は、⼊居者保護等の観点や地域再⽣計画・事業計画などに照らして、「運営

推進機能」を担う事業主体（地域再⽣推進法⼈）に対して適切に指導・監督を⾏う
ことが求められる。事業計画等の内容に反して事業運営が⾏われる場合には、地⽅
公共団体は事業主体の選定について⾒直す（地域再⽣推進法⼈の場合は指定を取り
消す）ことも考えられる。 

・あわせて、地域再⽣推進法⼈が⾏う公益的な事業（地域交流事業、コーディネータ
ーの配置等）については、市町村が必要な⽀援を⾏うことが重要 
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３．「運営推進機能」を担う事業主体（地域再生推進法人）の役割  

Ⅰ「運営推進機能」を担う事業主体 

「生涯活躍のまち」構想の事業運営については、民間企業や医療法人、社会福祉法人、

大学や社会教育施設、NPO、まちづくり会社（第３セクター）など多様な事業主体が「運

営推進機能」を担うことが想定されます。 

Ⅱ 必要なサービスの提供 

「運営推進機能」を担う事業主体は、地域再生計画及び生涯活躍のまち形成事業計画

を踏まえ、「地域交流拠点」を整備し、対象地域の入居者の日常生活・医療・介護等のケ

ア・地域交流など生活に係るサービス等全般の管理・調整・プログラム開発を担う「運

営推進機能」を発揮するとともに、具体的なサービスを提供することが必要です。 

入居者に対する対応としては、①入居前の対応として、希望者への情報発信や相談、

カウンセリングを通じた、お試し居住等移住促進などを行うとともに、②入居後の対応

として、目標志向型の「生涯活躍プラン」を通じ、健康でアクティブな生活を支援する

ためのプログラム提供や、関係者との協議・調整等により必要なサービスを提供するこ

となどが期待されます。また、地方公共団体の委託を受けて「地域包括支援センター」

の運営や「地域支援事業」を行い、地域包括ケアシステムの構築に係るサービス提供を

担うケースも想定されます。 

Ⅲ コミュニティの管理運営 

「運営推進機能」を担う事業主体は、入居者と地域住民との交流や協働が行われるよ

う十分配慮しつつ、コミュニティづくりを担うことが求められます。コミュニティにお

けるイベント・セミナー等の開催や住民の生きがいの創出、地域における課題・ニーズ

の収集などを行うとともに、住民一人ひとりの課題やニーズについても解決の方向性を

示し、PDCA サイクルを意識しつつ、課題解決ができるようにする役割が期待されます。 

これらのサービス等を持続的に提供するためには、持続可能な事業運営の確保に向け

た取組が重要です。「生涯活躍のまち」構想に関する事業を持続的に運営するためには、

その事業の収益構造を把握した上で、安定的な収益を確保するとともに、イニシャルコ

スト（初期費用）とランニングコスト（維持費用）を減らす努力が必要です。例えば、

中古住宅や公共施設等の既存ストックを活用することにより、初期費用を抑えて地域に

なじみやすい場を整備することができます。 

さらに、中長期的に適切な人口構成を維持し、多世代が交流しながら活気あるコミュ

ニティを確保するため、「運営推進機能」を担う事業主体は、コミュニティ内の年齢構成

が偏らないよう、入居時に対象者を選定する等の工夫をすることや、コミュニティへの

新たな入居者を継続的に確保できるような魅力づくりや仕組みづくり、情報提供を行う

ことなどが求められます。 
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Ⅳ 地域包括ケアシステムの構築との連携 

地域包括ケアシステムの構築との連携の観点から、「生涯活躍のまち」の「地域交流拠

点」として、既存の福祉拠点のスペースを入居者や近隣住民の集いの場として活用する

ことや、「運営推進機能」を支える専門人材（コーディネーター）が介護保険制度の地域

支援事業における「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」と兼任又は連携

し、地域の生活支援等サービスの体制整備に取り組むことが考えられます。これにより

入居者と地域社会との交流が一層促進され、中高年齢者が社会参加しながら生活支援等

サービスが利用できる地域づくりをする点やコミュニティの継続性が高まることが期待

されます。 
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「運営推進機能」を担う事業主体（地域再⽣推進法⼈）の役割の具体的な内容 

①⽣涯活躍のまち形成事業計画案の作成 
・「運営推進機能」を担う事業主体は、その申請により市町村から地域再⽣推進法⼈

の指定を受けることができる。地域再⽣推進法⼈の指定を受けた事業主体は、地域
再⽣計画に沿って、地域の実情に即した事業計画案を作成し、市町村に提案するこ
とができる（法第 17 条の 25）。 

②関係事業者との連携 
・地域再⽣推進法⼈は、⾃ら⼀定のサービス（医療・介護・住まい等）を提供するこ

とも想定される⼀⽅で、他の事業者と連携して各種サービス・プログラム（教育、
スポーツ、社会参加、就業など）を提供することも想定される。他の事業者から提
供されるサービス・プログラムに対しては、地域再⽣推進法⼈が、コーディネート
機能を発揮することが求められる。 

③コミュニティづくり 
・地域再⽣推進法⼈が⾏うコミュニティづくりにおいては、「地域交流拠点」の設置

やコーディネーターの配置などが想定される。また、⼊居者等のコミュニティへの
参画、⾃治的運営の観点から、⼊居者や事業者が参画する「運営協議会」を設⽴・
運営することが想定される。 
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第４章 「生涯活躍のまち」構想の具体化プロセス 

◎「生涯活躍のまち」構想の実現に向けた取組としては、まず、地方公共団体が、地域

の特性や強みを活かした構想の基本コンセプトを固め、地域の実情に応じた構想をと

りまとめることが重要です。この構想に基づき、地方公共団体は「地域再生計画」を

作成するととともに、適切な事業主体を選定（地域再生推進法人を指定）し、関係事

業者と協力しながら「生涯活躍のまち形成事業計画」を作成することとなります。こ

こでは、地方公共団体における「生涯活躍のまち」構想の検討や事業化に関する具体

的なプロセスについて示します。 

図：「生涯活躍のまち」構想の事業化に向けたプロセス 
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１．地域の特性に応じた構想の検討、「地域再生計画」の作成  

◎「生涯活躍のまち」構想においては、まずは、地域の強みや特性を活かした基本コンセ

プトを固める必要があります。構想の策定に当たっては、地域資源の活用や関係者間の

連携・協力を図るため、官民の構想検討会議（地域再生協議会）を設置し、構想案に対

する関係者からの意見聴取を行うことが重要です。 

その後、策定した構想を「地方版総合戦略」に反映させるとともに、「地域再生計画」

を作成するなどのプロセスを経ることとなります。 

Ⅰ 検討組織の設置 

「生涯活躍のまち」構想においては、地域資源を活用しつつ、住まい、医療・介護、

健康増進サービス、就業支援、NPO・ボランティア・生涯学習など多岐にわたる関係者

が連携・協働してコミュニティを運営することとなります。 

そのため、まずは、地方公共団体内での部局横断的な検討組織（企画部局、建築・都

市・住宅部局、福祉部局など）や、産業界、学校や社会教育施設等の教育機関、地域金

融機関などの地域関係者が幅広い観点から検討する官民検討会議（地域再生協議会）な

どを設置し、地方公共団体の強みや特性を活かした構想の基本コンセプトについて議論

を行うことが重要となります。その際、様々な関係者から地域のニーズや課題、構想の

方向性・基本コンセプトなどについて幅広く意見聴取を行うことが重要となります。 

 

取組例：新潟県南⿂沼市、⼭梨県都留市 

◎新潟県南⿂沼市 

○地域内外の関係者による勉強会を複数回開催 
・国際⼤学、北⾥⼤学保健衛⽣専⾨学院、⼋海醸造（株）ほか市内企業、北越銀⾏
（株）ほか市内外⾦融機関、新潟県、（⼀社）健康ビジネス協議会、市内関係者（⼥
⼦⼒観光プロモーションチーム、既移住者、メディカルタウン研究委員会、社会福
祉法⼈、議会、南⿂沼市）、報道関係者等 

○「⽣涯活躍のまち」構想の実現に向け具体的に組織化 
①推進協議会（移住促進と若者の雇⽤創造等事業効果の推定、KPI の設定、PDCA の
実施⽅針、⾏政・地域団体・既存施設等との連携調整） 

②移住促進組織（「お試し居住」、移住プロモーション、移住マーケティング、サポー
ト、マッチング等） 

③事業実施組織（住宅・関連サービス部分の整備・運営） 
◎⼭梨県都留市 
○庁内に⼤学連携型「都留市版 CCRC 推進班」を設置 

①居住環境整備プロジェクト（事業主体の検討、地域資源の調査（空き家・団地）） 
②⼤学連携プロジェクト（⼤学と連携した市⺠参加プログラムの実践等） 
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③⽣涯学習プロジェクト（⽣きがいづくりプログラムの検討・実施等） 
④地域連携プロジェクト（お試し居住の実施等） 
⑤健康⻑寿⽀援プロジェクト（健康科学⼤学との連携による健康づくりプログラム開
発） 

○都留市版 CCRC 構想の推進体制を検討 
①ニーズマッチング（ソフト提供）組織（⼤学、⾏政、まちづくり団体との連携体
制） 

②事業の推進・全体マネジメント組織（⼊居者、医療・介護事業者、不動産業、⾦融
機関、⼤学、⾏政等との連携体制） 

③施策の推進（都留市版 CCRC 推進班） 

Ⅱ 構想のとりまとめ、「地方版総合戦略」への反映 

地方公共団体は、部局横断的な検討組織や官民検討会議（地域再生協議会）での審議

等を通じて、地域の実情に応じた構想の基本コンセプトをとりまとめます。 

策定した構想については、他の地方創生関係施策と整合した形で推進するため「地方

版総合戦略」に盛り込むことが重要です。「地方版総合戦略」は、幅広い年齢層からなる

住民をはじめ、産業界・市町村や国の関係行政機関・教育機関・金融機関・労働団体・

メディア（産官学金労言）等で構成する推進組織でその方向性や具体案について審議・

検討されるものであり、また、各地方公共団体の議会においても、戦略の内容や効果検

証などについて十分な審議が行われることが予想されます。このような議論を経て、実

効性・実現性のある構想にしていくことが必要です。 

なお、「地方版総合戦略」は「生涯活躍のまち」構想より先に策定されていることも想

定されますので、「生涯活躍のまち」構想を「地方版総合戦略」に盛り込んでいない場合

においては、「地方版総合戦略」の改訂時に盛り込むことも考えられます。 

Ⅲ 地域再生計画の作成 

地方公共団体は、「地方版総合戦略」に盛り込んだ構想を基に、「生涯活躍のまち形成

事業」の基本的方向性を示す地域再生計画を作成します。地域再生計画の様式及び認定

申請手続については地域再生計画認定申請マニュアル（総論）を、改正地域再生法の詳

細については第６章の３を参照してください。 

① 地域再生計画の作成主体 

生涯活躍のまち形成事業は、コミュニティづくりを行う事業であるため、生涯活躍

のまち形成地域の所在地となる市町村が責任をもって計画を作成する必要があります。

このため、市町村が単独で、あるいは、協力して事業を実施する他の市町村と共同で

地域再生計画を作成したり、都道府県と共同で地域再生計画を作成することも可能で

す（地域再生基本方針５の３）①ハ）。 
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② 地域再生計画の記載事項 

生涯活躍のまち形成事業に関する地域再生計画には、「生涯活躍のまち形成事業」の

内容を地域再生計画に記載する必要があります（則第２条第１項第 12 号）。 

生涯活躍のまち形成事業は、中高年齢者が希望に応じて地方や「まちなか」に移り

住み、多世代の地域住民と交流しながら健康でアクティブな生活を送り、必要に応じ

て医療・介護を受けることができるコミュニティづくりを目指すものであり、原則と

して 

ア 中高年齢者の社会的活動への参加の推進に関する取組 

イ 高年齢者に適した住宅の整備に関する取組 

ウ 継続的なケアの提供体制の確保に関する取組 

エ 移住支援に関する取組 

といった施策が行われる必要があります。地域再生計画にはそれぞれに対応する事業

内容を記載することが想定されます。 

また、地域再生計画に記載する生涯活躍のまち形成事業の内容は、地域再生計画の

認定の判断に当たって、当該地域再生計画の実施が当該地域における地域再生の実現

に相当程度寄与するものであると認められることや、円滑かつ確実に実施されると見

込まれるものであることが判断できる程度に具体的である必要があります。例えば、

生涯活躍のまち形成事業の事業主体が決定されている必要はありませんが、事業の主

体が得られる見込みが高いこと、事業の実施スケジュールが明確であることが求めら

れます（地域再生基本方針５の１）②及び③）。 

③ 目標と目標の達成状況に係る評価 

地域再生計画に基づいて実施した事業の効果を検証し、必要に応じて地域再生計画

を変更するという一連のプロセスを実行する（PDCA サイクルの確立）ため、地域再

生計画の目標と、目標の達成状況に係る評価に関する事項（則第２条第１項第２号）

を記載することとされています。地域再生計画の目標の設定に当たっては、原則とし

て、定量的な値・指標を用いることとし、地域再生計画の計画期間満了時等に地方公

共団体が効果測定を容易に実施することができるよう、具体的に設定してください。 

目標設定の際には KPI（重要業績評価指標）を設定することが想定されます。 

KPI としては例えば、生涯活躍のまち形成地域の入居者数や転入者数、生涯活躍の

まち形成事業において雇用される労働者数等のアウトカム指標が考えられます。 

④ 地域再生計画の作成に当たっての留意点 

地域再生計画の作成に当たっては、地域の特性や強み、地域資源の活用などを踏ま

え、入居対象をどうするか（「広域移住型」⇔「近隣転居型」）、対象区域をどうするか

（「まちなか型」⇔「田園地域型」）、地域的な広がりをどうするか（「タウン型」⇔「エ

リア型」）、地域包括ケアシステムの構築との連携などについても検討されることが望

ましいと考えられます。 

また、地域再生計画を踏まえた事業計画に今後盛り込む内容等を見据えつつ、中長

期的な視点から、構想に関する事業の自立性や持続可能性を踏まえ、構想の推進に関
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する課題や事業実施におけるリスク、地域への効果などについても、しっかり議論す

ることが重要です。 

さらに、「高齢者居住安定確保計画」や「医療計画」、「介護保険事業計画」等関連す

る分野の諸施策と整合的なものとなるよう、必要に応じて協議・調整を行うようにし

てください。 
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２．事業化に向けた取組  

◎「生涯活躍のまち」構想に関する地域再生計画を作成し認定を受けた後、事業化に向け

た取組としては、①「運営推進機能」を担う事業主体の選定、②生涯活躍のまち形成事

業計画の作成、③入居募集というプロセスを経ることが考えられます。 

◎中長期的な視点から、事業の自立性や持続可能性を確保するため、関係事業者のみなら

ず教育機関、地域金融機関、住民など幅広く知見を結集して、事業の実現性や継続性、

地域への効果などについて検討を行うことが重要となります。 

Ⅰ 「運営推進機能」を担う事業主体の選定 

市町村は、地域再生計画を踏まえた事業の推進に向けて、生涯活躍のまち形成事業の

「運営推進機能」を担う事業主体を選定します。「運営推進機能」を担う事業主体は、社

会福祉法人、医療法人、民間事業者、NPO、大学や社会教育施設等多様な主体が考えら

れます。また、入居者、地域住民や関係機関の共同出資等により、コミュニティづくり

や「運営推進機能」を担う事業主体を新たに立ち上げることや、地域の実情に即して、

「運営推進機能」を担う事業主体を公募により募ることも考えられます。「運営推進機能」

を担う事業主体を選定する際には、事業に必要な人員の配置や財務状況などの観点から、

地域再生計画に基づく業務を適正に行うことができると認める事業主体を選定します。 

また、「運営推進機能」を担う事業主体については、申請により、地域再生推進法人

として指定することが考えられます。地域再生推進法人の指定を受けた事業主体は生涯

活躍のまち形成事業計画の案を地方公共団体に提案することも可能です。地域再生推進

法人として指定する場合は、地域再生計画認定申請マニュアル（総論）第５章及び地域

再生推進法人の指定等に関する事務取扱要綱例も参照してください。 

  



54 
 

取組例：ゆいま〜る中沢・聖ヶ丘 

ゆいま〜る中沢・聖ヶ丘では、地域資源を活⽤、連携。医療・介護・福祉のトータ
ルケア構築をめざし、（⼀社）多摩マイライフ包括⽀援協議会を共に⽴ち上げるなど、
ネットワークを構築することによって、市⺠参加型のまちづくり、住環境整備を推
進。 

 

 

Ⅱ 「生涯活躍のまち形成事業計画」の作成（又は変更） 

市町村が「生涯活躍のまち」構想を推進する際には、地域の特色や地域資源を把握し

ている市町村自らが責任をもって、地域における様々な方と協力しながら取り組むこと

が重要です。そのため、市町村は関係事業者と協力し、生涯活躍のまち形成事業計画に

具体的に取り組むべき事項を記載します。それぞれの項目について、移住希望者が当該

「生涯活躍のまち」を選択する上で適切な判断の材料となるよう、地域の特性に応じた

具体的なサービス内容等が記載されていることが期待されます。 

 

① 生涯活躍のまち形成事業計画の記載事項 

ア 基本的記載事項（法第 17 条の 24 第３項各号） 

(1) 生涯活躍のまち形成地域の区域（法第 17 条の 24 第３項本文） 

生涯活躍のまち形成事業計画には、生涯活躍のまち形成地域の区域を記載してく
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ださい。 

(2) 中高年齢者の社会的活動への参加を推進するために認定市町村が講ずべき施策

に関する事項（法第 17 条の 24 第３項第１号） 

生涯活躍のまち形成地域における中高年齢者の健康でアクティブな生活を支援す

るため、地域再生計画の認定を受けた市町村（以下「認定市町村」という。）が行う

社会的活動への参加の推進のための施策について記載してください。社会的活動に

は、就業や生涯学習以外にもボランティアなど幅広い活動が含まれます。 

(3) 生涯活躍のまち形成地域において整備すべき高年齢者向け住宅及び当該高年齢

者向け住宅を整備するために認定市町村が講ずべき施策に関する事項（法第 17 条

の 24 第３項第２号） 

生涯活躍のまち形成地域において、実際に整備する高年齢者向け住宅の種類や数

を特定するとともに、これを整備するために認定市町村が講ずる施策について記載

してください。 

高年齢者向け住宅については、サービス付き高齢者向け住宅や有料老人ホームが

考えられますが、それ以外にも高年齢者の生活に適するよう改修した住宅なども想

定されます。 

また、国土交通省・厚生労働省関係高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規

則（平成 23 年国土交通省・厚生労働省令第 2 号）第３条に基づき、事業計画におい

て、国土交通大臣・厚生労働大臣が定める基準に従い、生涯活躍のまち形成地域の

区域内のサービス付き高齢者向け住宅の入居者要件を定めた場合、当該要件に該当

する者も入居対象者とする支援措置が活用できます。この支援措置を活用する場合

は、当該入居者要件を事業計画に記載してください。 

(4) 生涯活躍のまち形成地域において提供すべき介護サービス及び介護サービスの

提供体制を確保するために認定市町村が講ずべき施策に関する事項（法第 17 条の

24 第３項第３号） 

生涯活躍のまち形成地域での継続的なケアを確保するため、提供すべき介護サー

ビスを特定し、その提供体制を確保するために講ずる施策について記載してくださ

い。また、医療機関との連携など医療提供体制の確保に関する事項や生涯活躍のま

ち形成地域における地域包括ケアシステムの構築との連携方策について記載するこ

とも想定されます。 

(5) 生涯活躍のまち形成地域への移住を希望する中高年齢者の来訪及び滞在を促進

するために認定市町村が講ずべき施策に関する事項（法第 17 条の 24 第３項第４

号） 

生涯活躍のまちへの移住や住み替えを希望する中高年齢者の来訪や滞在を促進す

るための施策について記載してください。法では、情報の提供、便宜の供与が例示

されています。例えば、お試し居住、二地域居住などの取組も想定されます。 

(6) その他生涯活躍のまち形成事業の実施のために必要な事項（法第 17 条の 24 第
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３項第５号） 

都道府県、公共職業安定所、シルバー人材センター等や、社会教育施設等の地域

の教育機関など関係機関・関係団体との協力により実施する事項があれば記載して

ください。 

イ 任意記載事項（法第 17 条の 24 第４項各号） 

生涯活躍のまち形成事業計画に法第 17 条の 24 第４項各号に規定される事業者に関

する事項（任意記載事項）を記載し、それぞれについて都道府県知事等の同意を得る

と、労働者の委託募集に関する職業安定法の特例、有料老人ホームの届出に関する老

人福祉法の特例、介護保険の事業者の指定に関する介護保険法の特例、旅館業の許可

に関する旅館業法の特例を受けることができます。それぞれの特例に係る記載事項及

び手続については第６章の３を参照してください。 

(1) 労働者の委託募集に関する職業安定法の特例（法第 17 条の 28） 

事業主が労働者の募集を被用者以外の者に委託する場合は、通常、厚生労働大臣

の許可（無償の場合は届出）を受ける必要がありますが、法第 17 条の 28 第１項の

職業安定法の特例は、地域再生協議会に加わっている事業協同組合等が傘下の中小

事業主の委託を受けて生涯活躍のまち形成事業に携わる労働者の募集を行う場合は、

その許可や届出を不要とする特例です。 

(2) 有料老人ホームの届出に関する老人福祉法の特例（法第 17 条の 32） 

有料老人ホームを設置しようとする者は、通常、設置前に都道府県知事に届出を

行う必要がありますが、法第 17 条の 32 の老人福祉法の特例は、生涯活躍のまち形

成事業計画に記載された有料老人ホームについては、設置後一か月以内に市町村を

経由して届け出ることができるようになる特例です。 

(3) 介護保険の事業者の指定に関する介護保険法の特例（法第 17 条の 33） 

居宅サービス事業者等の介護保険の事業者が事業を行うに当たっては、居宅サー

ビス、介護予防サービスの場合は都道府県知事等の、地域密着型サービス、地域密

着型介護予防サービス、第一号事業については市町村長の指定を得る必要がありま

すが、法第 17 条の 33 の介護保険法の特例は、生涯活躍のまち形成事業計画に記載

されたサービス事業者については、介護保険法上の指定があったとみなすこととす

る特例です。 

(4) 旅館業の許可に関する旅館業法の特例（法第 17 条の 34） 

生涯活躍のまち形成地域において、お試し居住などの宿泊を伴う事業を行う場合、

その事業が旅館業に該当すれば、旅館業の許可を得ることが必要になります。法第

17 条の 34 の旅館業法の特例は、生涯活躍のまち形成事業計画に記載された旅館業

の事業者については、旅館業の許可があったとみなすこととする特例です。 

② 生涯活躍のまち形成事業計画の策定手続 

事業計画を作成する際には、地域再生計画を作成した地方公共団体のほか、地域再
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生推進法人、都道府県、移住支援やまちづくりを行う事業者、就業や生涯学習など社

会的活動を支援する事業者（公共職業安定所やシルバー人材センター、大学、公民館

や図書館、博物館などの社会教育施設など）、医療・福祉サービスの提供事業者（医療

法人や社会福祉法人など）、住民など地域の様々な関係者が参画する地域再生協議会を

設置し、事業計画に盛り込まれる内容等について協議し、多様な意見が適切に反映さ

れるようにすることが必要です。 

このため、事業に参画する関係者の連携のもとに事業を進めるため、生涯活躍のま

ち形成事業計画を作成するに当たっては、地域再生協議会の協議を経ることとされて

います（法第 17 条の 24 第１項及び第２項）。 

なお、「生涯活躍のまち」構想を具体化するに当たっては、中長期的に事業の自立性

や持続可能性を確保する観点から、事業の実現性や継続性、地域への効果などについ

て、関係事業者のみならず教育機関、地域金融機関、住民など幅広く知見を結集して

検討を行うことが重要となります。また、入居希望者を計画段階から募集すること等

を通じ、将来の入居者にとって魅力的なまちづくりに関する事業計画を作成すること

も考えられます。下記Ⅲの記載も参考にしてください。 

ア 地域再生協議会の構成員（法第 17 条の 24 第２項及び厚労省令第１条） 

地域再生協議会の構成員は、法第 12 条第２項及び第３項において 

(1) 地方公共団体 

(2) 地域再生推進法人 

(3) 地域再生を図るために行う事業を実施し、又は実施すると見込まれる者 

(4) 当該地方公共団体が作成しようとする地域再生計画又は認定地域再生計画及び

その実施に関し密接な関係を有する者（任意） 

(5) その他当該地方公共団体が必要と認める者（任意） 

が構成員となるとされていますが、生涯活躍のまち形成事業計画を作成する場合は、

これ以外に、 

(6) 都道府県知事 

(7) 法第 17 条の 34 の旅館業の特例を利用する場合、厚労省令第１条第１項各号に規

定される者  

(8) 法第 17 条の 33 第２項及び第４項の地域密着型サービス事業等に係る指定の特例

を利用する場合、厚労省令第１条第２項に規定される者 （任意） 

を構成員として加えた協議会で協議する必要があります。 

イ 地域再生推進法人による生涯活躍のまち形成事業計画の提案 

認定地域再生計画に記載されている生涯活躍のまち形成事業に係る業務を行うもの

として、認定市町村に指定された地域再生推進法人は、生涯活躍のまち形成事業計画

の作成又は変更の提案を行うことができます（法第 17 条の 25 第１項）。 

ウ 生涯活躍のまち形成事業計画の公表 

認定市町村は、生涯活躍のまち形成事業計画を作成したときは、遅滞なく、これを

公表し、かつ関係行政機関の長及び関係都道府県知事に通知しなければなりません（法
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第 17 条の 24 第 18 項）。法第 17 条の 28 から第 17 条の 34 までの特例を利用する場合、

この公表の日から特例の効力が生じます。 

Ⅲ 入居募集 

入居募集に当たっては、入居者が地域に溶け込むため、入居希望者に対する事前説明

や意見聴取などを実施し、入居希望者がコミュニティのコンセプトを事前に認識・共有

できるようにするとともに、居住に関する入居者のニーズを把握することが重要です。 

入居希望者に対する支援として、コミュニティでの生活実態や地域社会の実情を体験

する「お試し居住」や「二地域居住」なども効果的です。 

入居者を募集する際は、入居者の出身地（U ターンなど）や趣味嗜好など個人的なニ

ーズに着目したり、地域が求める専門知識・技術をもった人材を対象とするなど地域の

ニーズに着目したり、地域の実情に応じて行うことが重要です。また、入居者の属性に

応じた対応が重要であり、例えば、定年退職を意識し始めた 50 代などに対しては、民間

企業と連携して退職準備段階において退職後の住まいや移住に関する情報提供を行うこ

とや、移住支援とリンクさせて希望に応じた就業の場の情報を提供することなども考え

られます。 

なお、入居者の募集に当たっては、入居者を特定の年齢に偏らずに幅広い年齢構成と

することが、入居後ある時期に介護等のケアが一斉に必要となる事態を避けることがで

きるなど、コミュニティの持続的安定性の点で望ましいことに留意する必要があります。 

また、「生涯活躍のまち」においては、入居希望者のニーズに沿った居住環境やサービ

スを提供することが重要です。例えば、事業計画の作成段階において、入居希望者のニ

ーズに合わせることなく立地や規模、事業内容（提供するサービス）等をすべて決めて

しまうと、入居募集の段階において、入居希望者が見込みどおり集まらないという事態

も起こり得ます。 

入居者にとって魅力的なコミュニティを形成することが、「生涯活躍のまち」への入居

希望者を継続的に確保することにつながります。地域住民と交流・協働できる環境を形

成するという観点から、事業計画の作成段階から入居募集を行い、必要に応じて入居希

望者にも地域再生協議会への参画を求めるなどの工夫をすることも考えられます。 
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取組例：ゆいま〜る那須 

・計画段階（着⼯前）から、⼊居希望者を募集。 
・企画段階から、地元に受け⽫ができる（完成後１年くらい）まで、全プロセスに関

わる。 
・企画段階から専従スタッフが住み込む（⼥性の場合が多い）。 
・関係者（⼊居希望者、地域住⺠、⾏政、企業、医療福祉、NPO 等）によるワークシ

ョップ（運営について）、説明会・講演会（⽼後の計画、住まいデザイン、サービス
内容等）、現地⾒学会等を開催。 

・関係者のニーズを把握し、できるだけニーズに応えていく（建物のデザイン、広さ
等）。 

・ワークショップ等の話の場ではオープンな話し合いによる合意形成を図る（⾷費、
管理費、サービス内容等）。 

・都合の悪い部分（冬場の厳しさ、交通の便等）も情報共有していく。 
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図：「ゆいま～る那須」のあゆみ 
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（資料：第７回「日本版 CCRC 構想有識者会議」袖井委員提出資料） 
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３．事業の開始（入居開始）  

◎事業の開始後は、「運営推進機能」を担う事業主体が中心となり、市町村をはじめとする

関係者と協働して、コミュニティを運営推進します。その際、PDCA サイクルにより、

コミュニティ運営についての成果検証を行っていくことが重要です。 

 

取組例：社会福祉法⼈佛⼦園 

PCM（Project Cycle Management）⼿法は、プロジェクトを計画し、実施をモニ
ターし、成果を評価するためのツールであり、途上国に対しての開発援助⼿法として
も使われている。 

PCM ⼿法のうち、「計画⽴案」段階は、「参加型計画⼿法」と呼ばれ、プロジェクト
の関係者が集まったワークショップの場で、参加型で実⾏されることが前提。 

参加型ワークショップには以下のような利点がある。 
・受益者や関係者の意⾒を聞きながら計画することで、当事者のニーズにあった計画

ができる 
・関係者が直接話し合い、内容を確認しながら計画を進めていくことにより、計画内

容に関する合意形成がなされる 
・プロセスを通じて、関係者間の⼀体感が醸成され、その後のプロジェクト進⾏を円

滑にする効果がある 
・プロジェクトに対する当事者意識が育ち、関係者の内発的な関与や⾃⽴発展性の⾼

まりが期待できる 
・多くの関係者が関与することにより、プロジェクトの透明性が⾼まる 
・受益者側の知識と経験、労⼒、資源を活⽤することになり、プロジェクトの効果

的・効率的な運営が期待できる 
また、PCM ⼿法の「モニタリング・評価」段階については、PDCA サイクルの確⽴

にあたって参考となりえるものと考えられる。 
（資料）独⽴⾏政法⼈国際協⼒機構「事業マネジメントハンドブック」に基づき作成。 
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①－１：関係者分析 
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①－２：関係者の詳細分析 

 
 
②：問題分析 

 

  

分析対象
グループ

特徴 問題点
グループの

強み
グループの

弱み
外部の良い

機会
外部からの

脅威

○○地区
住民

旧集落
閉鎖的
傾向

有力者が
多い

高齢化
派閥分裂

在来
新幹線駅

計画
なし

〃

３０代
新興住宅

世帯

周辺住民
との関係性

が希薄

子供を
もった
若年層

地域に
無関心

新幹線
車両基地

なし

近隣住民
先祖からの
××寺との

関わり

入所施設
時代の関係

の薄さ

親族関係が
多く、強い
つながり

有力者に
弱い

新興住民の
参加により

活気
なし
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③：⽬的分析 

 

 
④：プロジェクトの選択 

 

（資料）「⽇本版ＣＣＲＣ構想に関する地⽅公共団体との意⾒交換会（H27.7.22）」資料５ 
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第５章 事業主体に期待される「運営推進機能」及び入居・サービ

ス利用の流れ 

◎「運営推進機能」を担う事業主体は、基本コンセプトの実現のため、運営管理や入居

者支援等を行う「コーディネーター」を配置するほか、「地域交流拠点」を設置し、

「運営推進機能」を発揮することが重要です。ここでは、「運営推進機能」として期待

される具体的な役割や、入居者や地域住民が得られるサービスの利用の流れのイメー

ジについて示します。 

図：「運営推進機能」として期待される役割と入居・サービス利用の流れ（イメージ） 
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１．事業主体に期待される「運営推進機能」  

◎「生涯活躍のまち」構想の実現には、関係機関の連携の下、多様なサービスを一体的に

実施する必要があり、事業主体は「運営推進機能」を担うため、①地域ニーズや入居者

のニーズ・生活状態を把握し、適切な支援を行い、生活全般にわたってコーディネート

を行う人材の配置と、②入居者が地域に溶け込み、多世代で協働を行うための「地域交

流拠点」の整備が必要となります。 

図：「運営推進機能」のイメージ（全体像） 

 

図：事業主体に期待される「運営推進機能」 

 

  

▶⼊居希望者の募集・選定 
▶移住者⽀援（事前相談、お試し居住、ニーズのマッチング等） 
▶健康でアクティブな⽣活を実現するための⽀援プログラムの作成 
▶サービス提供機関（健康増進サービス、就労⽀援、NPO、ボランティア、シルバ

ー⼈材センター、⼤学や社会教育施設などの教育機関、医療・介護）との調整 
▶地⽅⾃治体、関係機関との連携確保 
▶⼊居者・地域住⺠のコミュニティ運営への参画 
▶情報公開・情報発信 
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Ⅰ コーディネーターの配置 

コーディネーターは入居者の活躍と健康の維持に最大限の支援を図り、いわば地域コ

ミュニティの幸福を最大化する役割を担います。具体的には、地域ニーズの収集、入居

者と必要なサービスの提供のマッチング、イベント・セミナー等開催、コミュニティビ

ジネス・生きがい創出、地域を担う人材の育成等に取り組む必要があります。 

まず、こうした取組を行うにあたっては、当該地域で利用できる資源を把握・整理す

ることが重要となります。地方公共団体が実施している公的サービスや支援メニュー、

民間のサービス提供主体の有無、NPO やボランティア団体の活動等も含めた事業を幅広

く把握し、既に存在する資源については有効活用を図るとともに、不足しているサービ

スについては、既存の組織に活動を働きかけたり、新たな組織の設立を支援したりする

ことなどが考えられます。 

このコーディネーターの役割は、入居者や地域住民自身が連携して担ったり、地域で

生活支援等サービスを提供する団体や住民活動を支援する組織などで経験・実績のある

人材が担ったりするほか、複数人で役割分担をしたり、新たに法人を創設して担わせる

など多様な形態が考えられます。 

また、地域包括ケアシステムの構築との連携の観点から、介護保険制度の地域支援事

業における「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」と兼任又は連携し、地

域の生活支援等サービスの体制整備に取り組むことも考えられます。 

図：「運営推進機能」のうち人材面（コーディネーター）の役割（イメージ） 
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Ⅱ 「地域交流拠点」の設置 

「運営推進機能」を担う事業主体は、中高年齢者をはじめ、コーディネーター、地域

住民、若者や障害者等が協働し、多世代が交流できる環境を整備するため、「地域交流拠

点」を設置することとしています。 

「地域交流拠点」については、新規で整備することも考えられますが、初期費用を抑

えて地域になじみやすい場を整備する観点から、地域の複合的福祉施設（高齢者、児童、

障害者等の種々の福祉サービスを提供する施設）や地元大学の空き教室、公民館等の公

共施設、空き家や廃校になった学校などの既存資源の活用が望まれます。 

特に、地域包括ケアシステムの構築との連携の観点から、既存の福祉拠点のスペース

を入居者や近隣住民の集いの場として活用することも考えられ、これにより入居者と地

域社会との交流が一層促進され、コミュニティの継続性が高まることが期待できます。 

図：「運営推進機能」に期待される役割・機能（イメージ） 
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取組例：コーディネーター・「地域交流拠点」の例 

①シェア⾦沢 

 
②ゆいま〜る那須 
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２．入居からサービス利用までのプロセス  

◎入居希望者に対しては、丁寧な意思確認プロセスを確保するほか、多様な移住支援を行

うことが必要です。また、入居後は、「生涯活躍プラン」に基づき、個々人のニーズに応

じた「支援プログラム」が提供され、「健康でアクティブな生活」の実現が図られるよう

にするとともに、医療・介護が必要となった時には、「継続的なケア」の確保を行うこと

が重要です。 

◎具体的には、①入居の事前相談・「お試し居住」、②入居の決定、③「生涯活躍プラン」

に基づく多様な「支援プログラム」の提案・実施・継続的なケアの確保、④入居者に対

する支援の成果検証を行うことが考えられます。 

Ⅰ 入居の事前相談、「お試し居住」 

入居希望者が移住・住み替え後も地域やコミュニティに溶け込めるよう、入居希望者

のニーズ把握やサービス内容の明示、基本コンセプトの認識共有等を通じ、丁寧な事前

相談を行うことが重要です。 

また、地域コミュニティの魅力について、大都市や地元への情報発信を行うとともに、

比較的若い年代からのお試し居住、週末居住や二地域居住等の支援を行うことが重要で

す。 

中長期的に適切な人口構成を維持し、多世代が交流しながら活気あるコミュニティを

確保するため、「運営推進機能」を担う事業主体は、コミュニティ内の年齢構成が偏らな

いよう、入居時に対象者を選定する等の工夫をすることや、コミュニティへの新たな入

居者を継続的に確保できるような魅力づくりや仕組みづくり、情報提供を行うことなど

が考えられます。 
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取組例：⽣涯活躍のまち推進協議会の取組 

◎「⽣涯活躍のまち推進協議会」の発⾜ 
⽇本版 CCRC 構想有識者会議で出された「⽣涯活躍のまち」の課題・⽅針の具現

化を⽀援する役割を担うため、平成 27 年 10 ⽉ 9 ⽇に「⽣涯活躍のまち推進協議
会」が発⾜し、平成 28 年２⽉に⼀般社団法⼈化。 
（設⽴発起⼈） 
・社会福祉法⼈佛⼦園理事⻑・雄⾕良成（Share ⾦沢、他） 
・社会福祉法⼈愛知たいようの杜理事⻑・⼤須賀豊博（ゴジカラ村） 
・公益社団法⼈⻘年海外協⼒協会（JOCA）会⻑・冨永純正 
・国⽴⼤学法⼈⾼知⼤学副学⻑・受⽥浩之 
・⼀般社団法⼈コミュニティネットワーク協会会⻑・袖井孝⼦ 
・株式会社コミュニティネット代表取締役・⾼橋英與（ゆいま〜るシリーズ） 

◎「⽣涯活躍のまち移住促進センター」の開設 
・平成 27 年 10 ⽉９⽇、東京駅⼋重洲に「⽣涯活躍のまち移住促進センター」が開

設され、誰もが⾃分らしく最期まで安⼼して暮らせる、持続可能な多世代共⽣の地
域づくりに取り組んでいる先進的な地⽅公共団体を紹介。 

・具体的には、アクティブシニア、⾸都圏以外での暮らしを考えている⽅、共に地域
づくりを担いたい⽅たちの相談に乗り、⽣活設計を通して、各地⽅公共団体への橋
渡し、さらには必要な⼿続きなど、「⼆地域居住」「お試し居住」を含め、きめ細か
くサポート。 

・「⽣涯活躍のまち移住促進センター」にブースを出展している地⽅公共団体は、「佐
久市（⻑野県）」「雫⽯町（岩⼿県岩⼿郡）」「厚沢部町（北海道桧⼭郡）」、「⼩⽵町
（福岡県鞍⼿郡）」、「都留市（⼭梨県）」、「南部町（⿃取県⻄伯郡）」、「湯梨浜町
（⿃取県東伯郡）」、「男⿅市（秋⽥県）」の８地⽅公共団体（平成 28 年４⽉ 13 ⽇
時点） 

 
 

Ⅱ 入居の決定 

入居の際には、入居・サービス契約を行うこととなりますが、入居者保護の観点から

サービス内容等の契約内容はできるかぎり明確化されていることが重要です。 
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Ⅲ 「生涯活躍プラン」に基づく多様な「支援プログラム」の提案・実施、継

続的なケアの確保 

元気な中高年齢者が「活躍」するためには、個人のスキルを活用するという視点と、

新しい生き方・人生を開いていくという視点が考えられます。「生涯活躍のまち」構想を

推進する地域において、入居者のスキルを活かすような、また、ポテンシャルを開かせ

るような地域資源とのマッチングと活動プラン作りを行うことが重要となります。 

これを踏まえ、中高年齢者の希望に応じて、健康づくりや就業、生涯学習など社会的

活動への参加等によって健康でアクティブに生活することを目指すための「目標志向型」

の「生涯活躍プラン」を策定し、サービス提供機関との連携のもと、各種のプログラム

を提供することが期待されます。また、入居者自身が自治会の運営や地域との交流の中

で、新たな支援プログラムを創出する、あるいは、必要なサービスの提案を行うことも

考えられます。 

また、「生涯活躍のまち」においては、医療・介護が必要になった場合は、住み慣れた

地域で人生の最終段階まで尊厳ある生活が送れるケアの確保を行うことが重要であり、

地域の医療機関等と連携しつつ、重度の要介護状態になっても住み慣れた地域でサービ

スを受けることが基本となります。 

 

Ⅳ 入居者に対する支援の成果検証 

これまでの入居者に対する支援プロセスについて、成果検証を行い、必要な部分につ

いて改善を行うことが重要です。入居者等のコミュニティへの参画、自治的運営の観点

から、入居者や事業者が参画する「運営協議会（自治組織）」等を設立・運営することも

想定されます。 

「生涯活躍のまち」は、入居する中高年齢者自身がコミュニティ運営に参画するとい

う視点が重要であり、「運営推進機能」を担う事業主体は入居者の自発的・自立的な取組

を尊重しながら、継続的にサポートすることが期待されます。 

最終的には、自治組織によってコミュニティの運営・改善がなされていくことが望ま

れますが、特に初期段階においては、「運営推進機能」を担う事業主体が運営組織の形態

や取組内容等について助言・支援を行ったり、地方公共団体や関係事業者、地域住民と

の橋渡しをしたりするなどの役割を担うことが考えられます。  
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第６章 その他 

１．「生涯活躍のまち形成支援チーム」による支援  

◎「生涯活躍のまち」構想の実現に向けた地方公共団体の取組が一層円滑に進められるよ

う、既存制度上の課題や隘路、関係施策が連携した支援策の在り方等について検討し、

構想に関する事業の具体化に向けた取組の普及・横展開を図るため、平成 28 年３月 11

日に内閣官房において「生涯活躍のまち形成支援チーム」を立ち上げ、関係省庁が連携

して積極的な支援を行うこととしています。 

◎その中において、テーマに合わせて有識者や事業者も参画しながら議論を行うとともに、

地域におけるニーズや課題を踏まえ、必要に応じ、「生涯活躍のまち」構想の実現・普及

に向けた更なる政策支援等につなげていくこととしています。 

図：生涯活躍のまち形成支援チームのイメージ 
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２．「生涯活躍のまち」構想に関する取組の参考となる施策  

◎「生涯活躍のまち」構想については、その基本コンセプトに関する施策（地方移住・居

住支援や、健康でアクティブな生活の実現に向けたソフト面・ハード面の支援、事業運

営面の支援）が既に関係省庁において実施されています。 

◎「生涯活躍のまち」構想にこれから取り組もうとしている地方公共団体や事業者が、構

想実現に向けてまちづくりをする際や、中高年齢者の社会参加等の取組をする際に活用

しうる・寄与しうる既存の施策や参考になり得るような具体的な事例の一例について掲

載しています。移住相談からソフト面・ハード面の環境整備を推進する際に、これらの

既存施策などを参考にしながら、検討を進めていただければと思います。 

 

項⽬ 担当府省庁 

①東京圏をはじめ地域の中⾼年齢者の希望に応じた地⽅や「まちなか」などへの移住の⽀援 

【移住の推進等】 

「移住・交流ガーデン」 総務省 

地域の元気創造プラットフォーム（全国移住ナビ） 総務省 

二地域居住等の推進に向けた先進事例構築推進調査 国土交通省 

【サービス付き高齢者向け住宅、居宅支援協議会】 

サービス付き高齢者向け住宅の登録制度 国土交通省 

サービス付き高齢者向け住宅の必須サービスの基準見直し 国土交通省 

サービス付き高齢者向け住宅の供給促進のための支援措置 国土交通省 

サービス付き高齢者向け住宅整備事業 国土交通省 

サービス付き高齢者向け住宅供給促進税制 国土交通省 

（独）住宅金融支援機構によるサービス付き高齢者向け住宅に関する融資等 国土交通省 

高齢者住まい法による保全措置 国土交通省 

居宅支援協議会 国土交通省 

【中古住宅流通の活性化】 

中古住宅の建物評価手法の改善 国土交通省 

的確なリフォームの推進 国土交通省 

望ましい中古住宅取引モデルへの転換 国土交通省 

インスペクションの普及 国土交通省 

中古住宅流通・リフォームに係る保険制度 国土交通省 

インスペクションの活用による住宅市場活性化事業 国土交通省 
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不動産総合データベースの整備 国土交通省 

【空き家の活用】 

空き家の有効活用促進に向けた取組 国土交通省 

空き家再生等推進事業 【活用事業タイプ】  国土交通省 

高齢者等の住み替え支援事業 国土交通省 

住み替え等円滑化推進事業 国土交通省 

多世代交流型住宅ストック活用推進事業 国土交通省 

既存住宅・リフォーム市場活性化による住み替えの促進 国土交通省 

住宅金融支援機構によるフラット３５（リフォーム一体型ローン） 国土交通省 

②「健康でアクティブな⽣活」の実現 

【教育】 

高齢者による地域活性化促進事業 文部科学省 

放課後子供教室 文部科学省 

大学等における履修証明（certificate）制度 文部科学省 

【就業等】 

シルバー人材センター事業 厚生労働省 

高年齢者雇用に係る助成金（高年齢者雇用安定助成金、特定求職者雇用開発助成金、ト
ライアル雇用奨励金、労働移動支援助成金） 厚生労働省 

【予防】 

介護予防・日常生活支援総合事業 厚生労働省 

健康寿命延伸産業創出推進事業 経済産業省 

「地域版次世代産業協議会」の整備 経済産業省 

③地域社会（多世代）との協働 

「小さな拠点」の形成推進 国土交通省 

スマートウェルネス住宅・シティの展開 国土交通省 

スマートウェルネス住宅等推進事業 国土交通省 

スマートウェルネス拠点整備事業 国土交通省 

街なみ環境整備事業の制度 国土交通省 

住宅市街地総合整備事業 国土交通省 

地域における PRE の活用推進 国土交通省 

④「継続的なケア」の確保 
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地域包括ケアシステムの構築 厚生労働省 

地域支援事業 厚生労働省 

地域包括支援センター 厚生労働省 

在宅医療・介護連携の推進 厚生労働省 

地域ケア会議の推進 厚生労働省 

地域医療介護総合確保基金 厚生労働省 

⑤IT 活⽤などによる効率的なサービス提供 

ロボットやＩＣＴを用いた先進的な取組 厚生労働省 

⑥⼊居者の参画・情報公開等による透明性の⾼い事業運営 

サービス付き高齢者向け住宅の情報提供システム 国土交通省 

介護サービス情報の公表制度の仕組み 厚生労働省 

⑦】構想の実現に向けた多様な⽀援 

（公社）全国有料老人ホーム協会における取組 - 

地方都市における不動産ファイナンス等の環境整備の推進 国土交通省 

雇用保険制度 厚生労働省 

UR 団地の地域医療福祉拠点化 国土交通省 
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３．「生涯活躍のまち」に関する改正地域再生法の解説  

◎「生涯活躍のまち」構想の推進を図るため、地域再生法の改正により、地域再生計画に

「生涯活躍のまち」を形成するための枠組が構築され、認定を受けた地域再生計画に基

づく取組に対して、事業者の手続を簡素化する特例措置が講じられることになりました。 

◎この節では、「生涯活躍のまち」に関する改正地域再生法の内容とともに、第４章で記載

している地域再生計画と生涯活躍のまち形成事業計画の作成に関する詳細を解説します。 

図：「生涯活躍のまち」に関する改正地域再生法の概要 
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Ⅰ 生涯活躍のまち形成事業に係る地域再生計画の作成について 

地域再生制度とは、地域経済の活性化、地域における雇用機会の創出その他の地域の

活力の再生を総合的かつ効果的に推進するため、地域が行う自主的かつ自立的な取組を

国が支援するものです。地方公共団体は、地域再生計画を作成し、内閣総理大臣の認定

を受けることで、当該地域再生計画に記載した事業の実施に当たり、財政や法の特例等

の支援措置を活用することができます。 

平成 28 年の地域再生法改正により、「生涯活躍のまち形成事業」が地域再生計画の中

に位置付けられ、生涯活躍のまち形成事業計画の作成及びそれに基づく法の特例措置が

設けられました。すなわち、①地方公共団体は「生涯活躍のまち形成事業」を盛り込ん

だ地域再生計画を作成し、内閣総理大臣の認定を受けることができ、②地域再生計画の

認定を受けた市町村は、事業の実施のため、具体的な事業内容等を詳細に定める生涯活

躍のまち形成事業計画を作成することができ、③この事業計画の作成により、法令の特

例措置が利用できることとされています。 
○地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）（抄） 

（地域再生計画の認定） 
第五条 地方公共団体は、単独で又は共同して、地域再生基本方針に基づき、内閣府令で定めると

ころにより、地域再生を図るための計画（以下「地域再生計画」という。）を作成し、内閣総理

大臣の認定を申請することができる。 
２ 地域再生計画には、次に掲げる事項を記載するものとする。  

二 地域再生を図るために行う事業に関する事項 
４ 第二項第二号に掲げる事項には、次に掲げる事項を記載することができる。 

十 生涯活躍のまち形成地域（人口及び地域経済の動向その他の自然的経済的社会的条件から

みて、地域住民が生涯にわたり活躍できる魅力ある地域社会を形成して中高年齢者の居住を

誘導し、地域の持続的発展を図ることが適当と認められる地域をいう。以下同じ。）において、

中高年齢者の就業、生涯にわたる学習活動への参加その他の社会的活動への参加の推進、高年

齢者に適した生活環境の整備、移住を希望する中高年齢者の来訪及び滞在の促進その他の地

域住民が生涯にわたり活躍できる魅力ある地域社会の形成を図るために行う事業（以下「生涯

活躍のまち形成事業」という。）に関する事項 

 

① 生涯活躍のまち形成事業とは 

「生涯活躍のまち形成事業」とは、法第５条第４項第 10 号において、生涯活躍のま

ち形成地域において、中高年齢者の就業、生涯にわたる学習活動への参加その他の社

会的活動への参加の推進、高年齢者に適した生活環境の整備、移住を希望する中高年

齢者の来訪及び滞在の促進その他の地域住民が生涯にわたり活躍できる魅力ある地域

社会の形成を図るために行う事業と定義されています。 

ここでいう、 

ア 中高年齢者の就業、生涯にわたる学習活動への参加その他の社会的活動への参加

の推進、 

イ 高年齢者に適した生活環境の整備、 

ウ 移住を希望する中高年齢者の来訪及び滞在の促進 

の３つは、「地域住民が生涯にわたり活躍できる魅力ある地域社会の形成を図るために

行う事業」の例示であり、これ以外の施策もこの「地域住民が生涯にわたり活躍でき
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る魅力ある地域社会の形成を図るために行う事業」に当てはまるものであれば、生涯

活躍のまち形成事業として、地域再生計画に記載することができます。 

② 生涯活躍のまち形成地域とは 

「生涯活躍のまち形成地域」とは、この生涯活躍のまち形成事業を行う地域をいい、

事業を実施する地方公共団体が、人口及び地域経済の動向その他の自然的経済的社会

的条件からみて、上記のような生涯活躍のまち形成事業を行うことが適当と認めて設

定する地域を指します。すなわち、「生涯活躍のまち」構想の基本コンセプトを踏まえ、

人口・雇用・サービスの状況等の地域の実情に照らし、各地方公共団体が適当と考え

る区域を特定することとなります。例えば、居住に必要なインフラや介護サービスな

どが提供できないような地域については、その区域としてはふさわしくないと考えら

れます。 

地域再生計画の認定申請の際には、生涯活躍のまち形成地域の具体的な場所が決定

されている必要はありませんが、そのおおむねの区域を表示した縮尺 25,000 分の１以

上の地形図及び当該区域の付近の状況を明らかにした縮尺 5,000 分の１以上の概況図

を添付する必要があります（則第１条第１項第９号）。生涯活躍のまち形成地域の候補

地が複数ある場合はその旨記載の上、当該複数の候補地の地形図及び概況図を添付し

てください。 
○地域再生法施行規則（平成 17 年内閣府令第 53 号）（抄） 

（地域再生計画の認定の申請） 
第一条 地域再生法（以下「法」という。）第五条第一項の規定により認定の申請をしようとす

る地方公共団体（同項に規定する地方公共団体をいう。以下同じ。）は、別記様式第一による

申請書に次に掲げる図書を添えて、これらを内閣総理大臣に提出しなければならない。 
九 法第五条第四項第十号の事項を記載している場合には、同号に規定する生涯活躍のまち

形成地域のおおむねの区域を表示した縮尺二万五千分の一以上の地形図及び当該区域の付

近の状況を明らかにした縮尺五千分の一以上の概況図 

③ 地域再生計画の作成主体の名称 

生涯活躍のまち形成事業は、コミュニティづくりを行う事業であるため、生涯活躍

のまち形成地域の所在地となる市町村が責任をもって計画を作成する必要があります。

協力して事業を実施する他の市町村と共同で地域再生計画を作成したり、都道府県と

共同で地域再生計画を作成することも可能です（地域再生基本方針５の３）①ハ）。 
○地域再生基本方針（平成 17 年４月 22 日閣議決定・平成 28 年４月 15 日一部変更）（抄） 
５ 地域再生計画の認定に関する基本的な事項 
３） 地域再生計画の認定手続 
① 地域再生計画の認定申請に当たっての手続 
ハ 地域再生計画の認定申請を行う主体 

地方公共団体は、単独で又は共同して、地域再生計画の認定を申請することができるも

のとする。 
なお、都道府県及び市町村は、同一の区域を含んだ各々の地域再生計画を作成する場合

には、必要な調整を自主的に行うことを前提とする。 

④ 地域再生計画の記載事項 

地域再生計画には、地域再生計画の名称（則第２条第１項第１号）、地域再生計画の
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作成主体の名称、地域再生計画の区域（法第５条第２項第１号）、地域再生計画の目標

（法第５条第３項第１号）、地域再生を図るために行う事業に関する事項（法第５条第

２項第２号、則第２条第１項第 12 号）、計画期間（法第５条第２項第３号）、地域再生

計画の目標の達成状況に係る評価に関する事項（則第２条第１項第２号）を記載する

こととされています。「地域再生を図るために行う事業に関する事項」としては、生涯

活躍のまち形成事業に関する地域再生計画には、生涯活躍のまち形成事業の内容を地

域再生計画に記載してください（則第２条第１項第 12 号）。地域再生計画認定申請マ

ニュアル（総論）第３章の３－２の２）を参照して記載してください。 
○地域再生法施行規則（平成 17 年内閣府令第 53 号）（抄） 
（地域再生計画の記載事項）  

第二条 法第五条第三項第二号の内閣府令で定める事項は、次に掲げるものとする。 
十二 法第五条第四項第十号の事項を記載する場合には、同号に規定する生涯活躍のまち形

成事業の内容 

生涯活躍のまち形成事業は、中高年齢者が希望に応じて地方や「まちなか」に移り

住み、多世代の地域住民と交流しながら健康でアクティブな生活を送り、必要に応じ

て医療・介護を受けることができるコミュニティづくりを目指すものであり、原則と

して 

ア 中高年齢者の社会的活動への参加の推進に関する取組 

イ 高年齢者に適した住宅の整備に関する取組 

ウ 継続的なケアの提供体制の確保に関する取組 

エ 移住支援に関する取組 

といった施策が行われる必要があります。地域再生計画にはそれぞれに対応する事業

内容を記載することが想定されます。 

また、地域再生計画に記載する生涯活躍のまち形成事業の内容は、地域再生計画の

認定の判断に当たって、当該地域再生計画の実施が当該地域における地域再生の実現

に相当程度寄与するものであると認められることや、円滑かつ確実に実施されると見

込まれるものであることが判断できる程度に具体的である必要があります。例えば、

生涯活躍のまち形成事業の事業主体が決定されている必要はありませんが、事業の主

体が得られる見込みが高いこと、事業の実施スケジュールが明確であることが求めら

れます（地域再生基本方針５の１）②及び③）。 

○地域再生基本方針（平成 17 年４月 22 日閣議決定・平成 28 年４月 15 日一部変更）（抄） 
５ 地域再生計画の認定に関する基本的な事項 
１） 地域再生計画の認定基準 
地域再生計画の認定基準は、法第５条第 15 項各号によるが、具体的な判断基準は、次のとお

りとする。 
① 地域再生基本方針に適合するものであること（第１号基準） 

１の「地域再生の意義及び目標」に適合しており、かつ３）の「地域再生計画の認定手続」

に定められた事項にのっとっていることをもって判断する。 
② 当該地域再生計画の実施が当該地域における地域再生の実現に相当程度寄与するものであ

ると認められること（第２号基準） 
１の「地域再生の意義及び目標」に適合した地域再生を図るために必要な事業が記載されて

いることをもって判断する。（略） 
③ 円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること（第３号基準） 

地域再生を図るために行う事業について、 
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イ 事業の主体が特定されているか、特定される見込みが高いこと 
ロ 事業の実施スケジュールが明確であること 
をもって判断する。 

⑤ その他の記載事項についての留意点 

ア 地域再生計画の目標と目標の達成状況に係る評価に関する事項 

地域再生計画の目標の設定に当たっては、原則として、定量的な値・指標を用いる

こととし、地域再生計画の計画期間満了時等に地方公共団体が効果測定を容易に実施

することができるよう、具体的に設定してください。 

地域再生計画に基づいて実施した事業の効果を検証し、必要に応じて地域再生計画

を変更するという一連のプロセスを実行する（PDCA サイクルの確立）ため、地域再

生計画の目標と、目標の達成状況に係る評価に関する事項（則第２条第１項第２号）

を記載することとされています。目標設定の際には KPI（重要業績評価指標 ）を設定

することが想定されます。 

KPI としては例えば、生涯活躍のまち形成地域の入居者数や転入者数、生涯活躍の

まち形成事業において雇用される労働者数等のアウトカム指標が考えられます。 

地域再生認定申請マニュアル（総論）第３章の３－２の２）「『７ 目標の達成状況に

係る評価に関する事項』について」を参照し、目標等の効果測定に必要となる指標の

入手方法や、評価方法、評価結果の公表方法なども記載してください。 

イ 計画期間（法第５条第２項第３号） 

地域再生計画において掲げる目標を達成するための取組に要する期間として、始期

と期間を示してください（例：地域再生計画認定の日から平成 30 年３月 31 日まで）。

計画期間の長短について特段の定めはありませんが、計画期間の設定にあたっては、

地域再生計画に記載した取組を実施するために必要となる合理的な期間を設定してく

ださい。地域再生計画は概ね５年程度を計画期間とすることとしていますが、「生涯活

躍のまち」の形成は短期間で実現するものではなく、長期的な展望の下に推進すべき

ものであるため、５年以上とすることも考えられます。 

⑥ 地域再生計画の作成に当たっての留意点 

地域再生計画の作成に当たっては、地域の特性や強み、地域資源の活用などを踏ま

え、入居対象をどうするか（「広域移住型」⇔「近隣転居型」）、対象区域をどうするか

（「まちなか型」⇔「田園地域型」）、地域的な広がりをどうするか（「タウン型」⇔「エ

リア型」）、地域包括ケアシステムの構築との連携などについても検討されることが望

ましいと考えられます。 

また、地域再生計画を踏まえた事業計画に今後盛り込む内容等を見据えつつ、中長

期的な視点から、構想に関する事業の自立性や持続可能性を踏まえ、構想の推進に関

する課題や事業実施におけるリスク、地域への効果などについても、しっかり議論を

されることが重要です。 

さらに、「高齢者居住安定確保計画」や「医療計画」、「介護保険事業計画」等関連す

る分野の諸施策と整合的なものとなるよう、必要に応じて協議・調整を行うようにし
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てください。 

Ⅱ 生涯活躍のまち形成事業計画の作成について 

地域再生計画の認定を受けた市町村は、地域再生計画に記載した生涯活躍のまち形成

事業に関する事項の具体的な実施を図るため、具体的な事業内容等を詳細に定める生涯

活躍のまち形成事業計画を作成することができます。 

生涯活躍のまち形成事業計画は、地域再生計画の作成主体である市町村のほか、都道

府県知事、「運営推進機能」を担う事業主体（地域再生推進法人）、事業に参加する事業

者等で組織された地域再生協議会における協議を経て作成することとされています。計

画内容について関係者間で合意形成を図り、これを地域全体で共有を図るためです。（地

域再生協議会の構成員について②ア参照） 
○地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）（抄） 
（生涯活躍のまち形成事業計画の作成） 

第十七条の二十四 認定市町村は、協議会における協議を経て、認定地域再生計画に記載されてい

る生涯活躍のまち形成事業の実施に関する計画（以下「生涯活躍のまち形成事業計画」という。）

を作成することができる。 
２ 認定市町村は、前項の協議を行う場合には、都道府県知事その他厚生労働省令で定める者を協

議会の構成員として加えるものとする。 

① 生涯活躍のまち形成事業計画の記載事項 

ア 基本的記載事項（法第 17 条の 24 第３項各号） 

(1) 生涯活躍のまち形成地域の区域（法第 17 条の 24 第３項本文） 

生涯活躍のまち形成事業計画には、生涯活躍のまち形成地域の区域を記載してく

ださい。記載に当たっては、地番等を明記するほか、その区域がわかる地図を添付

することも考えられます。 

(2) 中高年齢者の社会的活動への参加を推進するために認定市町村が講ずべき施策

に関する事項（法第 17 条の 24 第３項第１号） 

生涯活躍のまち形成地域における中高年齢者の健康でアクティブな生活を支援す

るため、認定市町村が行う社会的活動への参加の推進のための施策について記載し

てください。社会的活動には、就業や生涯学習以外にもボランティアなど幅広い活

動が含まれます。法第 17 条の 24 第３項第１号においては、中高年齢者の就業の機

会を確保するための就業に関する相談その他の援助、生涯にわたる学習活動への参

加の機会を提供するための講座の開設及びその奨励が例示されています。 
○地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）（抄） 

（生涯活躍のまち形成事業計画の作成） 
第十七条の二十四 （略） 
３ 生涯活躍のまち形成事業計画には、生涯活躍のまち形成地域の区域を記載するほか、おお

むね次に掲げる事項を記載するものとする。 
一 中高年齢者の就業の機会を確保するための就業に関する相談その他の援助、生涯にわ

たる学習活動への参加の機会を提供するための講座の開設及びその奨励その他の中高年

齢者の社会的活動への参加を推進するために認定市町村が講ずべき施策に関する事項 
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(3) 生涯活躍のまち形成地域において整備すべき高年齢者向け住宅及び当該高年齢

者向け住宅を整備するために認定市町村が講ずべき施策に関する事項（法第 17 条

の 24 第３項第２号） 

生涯活躍のまち形成地域において、実際に整備する高年齢者向け住宅の種類や数

を特定するとともに、これを整備するために認定市町村が講ずる施策について記載

してください。 

高年齢者向け住宅については、サービス付き高齢者向け住宅や有料老人ホームが

例示されていますが、それ以外にも高年齢者の生活に適するよう改修した住宅など

も想定されます。市町村が講ずる施策としては、必要な土地の確保、費用の補助が

例示されています。 
○地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）（抄） 

（生涯活躍のまち形成事業計画の作成） 
第十七条の二十四 （略） 
３ 生涯活躍のまち形成事業計画には、生涯活躍のまち形成地域の区域を記載するほか、おお

むね次に掲げる事項を記載するものとする。 
二 生涯活躍のまち形成地域において整備すべき高年齢者向け住宅（サービス付き高齢者

向け住宅（高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成十三年法律第二十六号）第五条

第一項に規定するサービス付き高齢者向け住宅をいう。）、有料老人ホーム（老人福祉法

（昭和三十八年法律第百三十三号）第二十九条第一項に規定する有料老人ホームをいう。

以下同じ。）その他の高年齢者に適した住宅をいう。以下この号において同じ。）及び必

要な土地の確保、費用の補助その他の当該高年齢者向け住宅を整備するために認定市町

村が講ずべき施策に関する事項 

また、高年齢者向け住宅の整備と関連して、国土交通省・厚生労働省関係高齢者

の居住の安定確保に関する法律施行規則（平成 23 年国土交通省・厚生労働省令第 2

号）第３条に基づき、認定市町村が作成する生涯活躍のまち形成事業計画において、

国土交通大臣・厚生労働大臣が定める基準に従い、当該認定市町村の生涯活躍のま

ち形成地域の区域内のサービス付き高齢者向け住宅の入居者要件を定めた場合、当

該要件に該当する者も入居対象者とする措置が設けられています。この国土交通大

臣・厚生労働大臣が定める基準の概要は、以下のとおりです。 

① 認定市町村の区域内の６０歳以上の者や要介護認定・要支援認定を受けている

者の人口の現状及び将来の見通し、サービス付き高齢者向け住宅事業の実態等を

考慮して行うこと。 

② バリアフリー化や状況把握サービス・生活相談サービスの提供等が義務付けら

れた住宅への入居が望ましいと認められる者を要件として定めること（例えば、

健康な若年齢者など、当該住宅への入居を明らかに必要としない者の入居を許容

する要件設定は行ってはならない）。 

この入居者要件を定める場合は、サービス付き高齢者向け住宅の登録や指導監督

を行う都道府県と、地域再生協議会の場等において、入居者要件や実際の入居者の

当該要件への適合性に係る指導監督の方法について協議を行ってください。 
○国土交通省・厚生労働省関係高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則（平成 23 年国

土交通省・厚生労働省令第 2 号）（抄） 
（年齢その他の要件）  

第三条 法第五条第一項の国土交通省令・厚生労働省令で定める年齢その他の要件は、六十歳

以上の者又は介護保険法 （平成九年法律第百二十三号）第十九条第一項に規定する要介護
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認定（以下単に「要介護認定」という。）若しくは同条第二項 に規定する要支援認定（以下

単に「要支援認定」という。）を受けている六十歳未満の者（地域再生法（平成十七年法律

第二十四号）第十七条の七第一項に規定する認定市町村が、同法第十七条の二十四第一項に

規定する生涯活躍のまち形成事業計画において、国土交通大臣及び厚生労働大臣が定める

基準に従い、当該計画に記載された同法第五条第四項第十号に規定する生涯活躍のまち形

成地域の区域内のサービス付き高齢者向け住宅の入居者について要件を別に定めた場合に

おいては、当該要件に該当する者を含む。）であって、次に掲げる要件のいずれかに該当す

る者であることとする。  
一 同居する者がない者であること。  
二 同居する者が配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上夫婦と同様の関係にあるもの

を含む。以下この号において同じ。）、六十歳以上の親族（配偶者を除く。以下この号にお

いて同じ。）、要介護認定若しくは要支援認定を受けている六十歳未満の親族又は入居者

が病気にかかっていることその他特別の事情により当該入居者と同居させることが必要

であると都道府県知事が認める者であること。 
 

○国土交通省・厚生労働省関係高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則第三条の国土

交通大臣及び厚生労働大臣が定める基準（平成 28 年国土交通省・厚生労働省告示第１号）

（抄） 
地域再生法（平成十七年法律第二十四号）第十七条の七第一項に規定する認定市町村（以下

単に「認定市町村」という。）が、同法第十七条の二十四第一項に規定する生涯活躍のまち形

成事業計画（以下単に「生涯活躍のまち形成事業計画」という。）において、当該生涯活躍の

まち形成事業計画に記載された同法第五条第四項第十号に規定する生涯活躍のまち形成地域

（以下単に「生涯活躍のまち形成地域」という。）の区域内のサービス付き高齢者向け住宅の

入居者について要件を別に定めるに当たって従うべき基準は、次のとおりとする。 
一 当該生涯活躍のまち形成地域の区域及びその周辺に居住する六十歳以上の者又は介護保

険法（平成九年法律第百二十三号）第十九条第一項に規定する要介護認定若しくは同条第二

項に規定する要支援認定を受けている六十歳未満の者（以下「六十歳以上の者等」という。）

が、サービス付き高齢者向け住宅への入居を希望しているにも関わらず、入居することがで

きない事態が発生しないよう、当該認定市町村の区域内の六十歳以上の者等の人口の現状

及び将来の見通し、サービス付き高齢者向け住宅事業の実態等を考慮して行わなければな

らない。 
二 サービス付き高齢者向け住宅は、加齢対応構造等であって、高齢者の居住の安定確保に関

する法律（平成十三年法律第二十六号）第五条第一項に規定する状況把握サービス及び同項

に規定する生活相談サービスの提供等が義務付けられている住宅であることから、当該住

宅への入居が望ましいと認められる者を具体的な要件として定めるものとし、例えば、健康

な若年齢者等、サービス付き高齢者向け住宅を明らかに必要としない者の入居を許容する

要件の設定を行ってはならない。 

(4) 生涯活躍のまち形成地域において提供すべき介護サービス及び介護サービスの

提供体制を確保するために認定市町村が講ずべき施策に関する事項（法第 17 条の

24 第３項第３号） 

生涯活躍のまち形成地域での継続的なケアを確保するため、提供すべき介護サー

ビスを特定し、その提供体制を確保するために認定市町村が講ずべき施策について

記載してください。提供すべき介護サービスとして、法では、居宅サービス、地域

密着型サービス、介護予防サービス、地域密着型介護予防サービス、第一号事業が

例示されていますが、それ以外の介護保険に係る保健医療サービス及び福祉サービ

スも含まれます。また、医療機関との連携など医療提供体制の確保に関する事項や

生涯活躍のまち形成地域における地域包括ケアシステムの構築との連携方策につい

て記載することも想定されます。 
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○地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）（抄） 
（生涯活躍のまち形成事業計画の作成） 

第十七条の二十四 （略） 
３ 生涯活躍のまち形成事業計画には、生涯活躍のまち形成地域の区域を記載するほか、おお

むね次に掲げる事項を記載するものとする。 
三 生涯活躍のまち形成地域において提供すべき介護サービス（居宅サービス（介護保険

法（平成九年法律第百二十三号）第八条第一項に規定する居宅サービスをいう。以下同

じ。）、地域密着型サービス（同条第十四項に規定する地域密着型サービスをいい、同条

第二十項に規定する認知症対応型共同生活介護及び同条第二十二項に規定する地域密着

型介護老人福祉施設入所者生活介護を除く。以下同じ。）、介護予防サービス（同法第八

条の二第一項に規定する介護予防サービスをいう。以下同じ。）、地域密着型介護予防サ

ービス（同条第十二項に規定する地域密着型介護予防サービスをいい、同条第十五項に

規定する介護予防認知症対応型共同生活介護を除く。以下同じ。）、第一号事業（同法第

百十五条の四十五第一項第一号に規定する第一号事業をいい、同号ニに規定する第一号

介護予防支援事業を除く。以下同じ。）その他の介護保険に係る保健医療サービス及び福

祉サービスをいう。以下同じ。）及び当該介護サービスの提供体制を確保するために認定

市町村が講ずべき施策に関する事項 

(5) 生涯活躍のまち形成地域への移住を希望する中高年齢者の来訪及び滞在を促進

するために認定市町村が講ずべき施策に関する事項（法第 17 条の 24 第３項第４

号） 

生涯活躍のまちへの移住や住み替えを希望する中高年齢者の来訪や滞在を促進す

るための施策について記載してください。法では、情報の提供、便宜の供与が例示

されています。例えば、お試し居住、二地域居住などの取組も想定されます。 
○地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）（抄） 

（生涯活躍のまち形成事業計画の作成） 
第十七条の二十四 （略） 
３ 生涯活躍のまち形成事業計画には、生涯活躍のまち形成地域の区域を記載するほか、おお

むね次に掲げる事項を記載するものとする。 
四 生涯活躍のまち形成地域への移住を希望する中高年齢者への情報の提供、便宜の供与

その他の当該移住を希望する中高年齢者の来訪及び滞在を促進するために認定市町村が

講ずべき施策に関する事項 

(6) その他生涯活躍のまち形成事業の実施のために必要な事項（法第 17 条の 24 第

３項第５号） 

(1)から(5)までの事項以外に、独自に実施する施策を記載してください。また、認

定市町村は、就業の機会の確保に関して都道府県、公共職業安定所、シルバー人材

センター等と相互に連携を図りながら協力しなければならない（法第 17 条の 30）

こととされており、また、中高年齢者の生涯にわたる学習活動への参加の機会の提

供に関しても関係機関及び関係団体との連携協力体制の整備に努めなければならな

い（法第 17 条の 31）とされています。このような関係機関等との協力により実施す

る事項や、その他生涯活躍のまち形成事業の実施のために必要な事項があれば記載

してください。 
○地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）（抄） 

（生涯活躍のまち形成事業計画の作成） 
第十七条の二十四 （略） 
３ 生涯活躍のまち形成事業計画には、生涯活躍のまち形成地域の区域を記載するほか、

おおむね次に掲げる事項を記載するものとする。 
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五 前各号に掲げるもののほか、生涯活躍のまち形成事業の実施のために必要な事項 
 

○地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）（抄） 
（中高年齢者の就業の機会の確保に関する施策についての協力） 

第十七条の三十 認定市町村、都道府県、公共職業安定所並びに高年齢者等の雇用の安定

等に関する法律（昭和四十六年法律第六十八号）第三十七条第一項に規定するシルバー

人材センター連合及び同条第二項に規定するシルバー人材センターは、生涯活躍のまち

形成事業計画に記載された認定市町村が講ずべき中高年齢者の就業の機会の確保に関す

る施策が円滑かつ効果的に実施されるよう、相互に連携を図りながら協力しなければな

らない。 
（中高年齢者の生涯にわたる学習活動への参加の機会の提供に関する施策についての連

携協力体制の整備） 
第十七条の三十一 認定市町村は、生涯活躍のまち形成事業計画に記載された中高年齢者

の生涯にわたる学習活動への参加の機会の提供に関する施策の円滑かつ効果的な実施を

図るため、関係機関及び関係団体との連携協力体制の整備に努めなければならない。 

イ 任意記載事項（法第 17 条の 24 第４項各号） 

生涯活躍のまち形成事業計画に法第 17 条の 24 第４項各号に規定される事業者に関

する事項（任意記載事項）を記載し、それぞれについて都道府県知事等の同意を得る

と、労働者の委託募集に関する職業安定法の特例（法第 17 条の 28）、有料老人ホーム

の届出に関する老人福祉法の特例（法第 17 条の 32）、介護保険の事業者の指定に関す

る介護保険法の特例（法第 17 条の 33）、旅館業の許可に関する旅館業法の特例（法第

17 条の 34）を受けることができます。 

(1) 労働者の委託募集に関する職業安定法の特例 

事業主が労働者の募集を被用者以外の者に委託する場合は、通常、厚生労働大臣

の許可（無償の場合は届出）を受ける必要がありますが、法第 17 条の 28 第１項の

職業安定法の特例を利用する場合は、地域再生協議会に加わっている事業協同組合

等が傘下の中小事業主の委託を受けて生涯活躍のまち形成事業に携わる労働者の募

集を行う場合は、その中小事業主から許可の申請や届出を行うことが不要となりま

す。 

例えば、商店街振興組合や商工会議所、介護福祉事業協同組合等が地域再生協議

会に加わっており特例を利用して傘下の中小事業主のために労働者の募集を行う場

合が想定されます。 
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図：労働者の委託募集に関する職業安定法の特例 
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この特例を受ける事業協同組合等は 

(ア) 地域再生協議会の構成員であるもの 

(イ)事業協同組合、協同組合連合会その他の特別の法律により設立された組合若し

くはその連合会であって厚労省令第２条各号で定めるもの 

又は 

一般社団法人で直接又は間接の構成員の３分の２以上が中小事業主9であるもの

（厚労省令第３条） 

(ウ)生涯活躍のまち形成事業計画に記載された事業の実施に関し必要な労働者の募

集を行うもの 

が要件となります。 

この特例を利用する場合は、 

(ア) 生涯活躍のまち形成事業計画に委託を受けて労働者の募集を行う事業協同組合

等に関する事項（法第 17 条の 24 第４項第１号）を記載し、 

(イ) 必要書類（厚労省令第 11 条）を添付した上で、厚生労働大臣の同意（法第 17 条

の 24 第５項）を得て 

(ウ) 公表する 

ことにより、個々の中小事業主が許可や届出の手続をすることなく、事業協同組合

等に募集を委託することができます。 

(イ)の厚生労働大臣の同意の基準は 

・地域再生協議会を構成する団体であること。 

・生涯活躍のまち形成地域において生涯活躍のまち形成事業として行われる事業を

実施するための人材確保に関する相談及び援助を行うものであること。 

・当該相談及び援助を適切に実施するために必要な体制が整備されていること。 

・構成員である中小事業主の委託を受けて労働者の募集を行うに当たり、その募集

に係る労働条件その他の募集の内容が適切であり、かつ、当該労働者の利益に反

しないことが見込まれること。 

とされています（厚労省令第 12 条）。厚生労働大臣に対して協議を行う際は、当該

基準に係る事項を記載した書類を添付し（厚労省令第 11 条）、事業協同組合等の主

たる事務所の所在地を管轄する都道府県労働局長を経て、厚生労働大臣に提出して

ください。厚生労働大臣は同意をしたときは、所轄の都道府県労働局長を経て、同

意通知書により当該同意に係る認定市町村に対して通知することとされています。

なお、厚生労働大臣は、同意を受けた事業協同組合等（以下「同意事業協同組合等」

という。）が法令及び同意基準を満たさなくなったと認められる場合など適当でなく

なったと認めるときは、当該同意事業協同組合等に関する事項に関して、生涯活躍

のまち形成事業計画に対する同意を取り消すことがあり得ます。 

生涯活躍のまち形成事業計画に記載する事項と添付書類については別途示す参考例

を参照してください。 

 

                                                 
9 国及び地方公共団体以外の事業主であって、常時雇用する労働者の数が 300 人以下のものをいう。 
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○地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）（抄） 
（生涯活躍のまち形成事業計画の作成） 

第十七条の二十四 （略） 
４ 生涯活躍のまち形成事業計画には、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を記載

することができる。 
一 協議会を構成する事業協同組合、協同組合連合会その他の特別の法律により設立され

た組合若しくはその連合会であって厚生労働省令で定めるもの又は一般社団法人で中小

事業主（国及び地方公共団体以外の事業主であって、常時雇用する労働者の数が三百人

以下のものをいう。次項及び第十七条の二十八第一項において同じ。）を直接若しくは間

接の構成員とするもの（厚生労働省令で定める要件に該当するものに限る。）（次項及び

同条第一項において「事業協同組合等」という。）のうち、同条第二項の規定により労働

者の募集に従事しようとするものに関する事項 
５ 認定市町村は、生涯活躍のまち形成事業計画に前項第一号に掲げる事項を記載しようと

するときは、当該事項について、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣の同意

を得なければならない。この場合において、厚生労働大臣は、当該事項に係る事業協同組合

等が、その構成員である中小事業主に対して介護サービスの提供に係る事業その他の生涯

活躍のまち形成事業として行われる事業を実施するための人材確保に関する相談及び援助

を行うものであって、当該相談及び援助を適切に行うための厚生労働省令で定める基準に

適合するものであると認めるときは、同意をするものとする。 
（委託募集の特例等） 

第十七条の二十八 同意事業協同組合等（生涯活躍のまち形成事業計画に記載されている事

業協同組合等であって第十七条の二十四第五項の同意に係るものをいう。以下同じ。）の構

成員である中小事業主が、当該同意事業協同組合等をして介護サービスの提供に係る事業

その他の生涯活躍のまち形成事業として行われる事業（当該生涯活躍のまち形成事業計画

に記載されたものに限る。）の実施に関し必要な労働者の募集を行わせようとする場合にお

いて、当該同意事業協同組合等が当該募集に従事しようとするときは、職業安定法（昭和二

十二年法律第百四十一号）第三十六条第一項及び第三項の規定は、当該構成員である中小事

業主については、適用しない。 
２ 同意事業協同組合等は、前項に規定する募集に従事しようとするときは、厚生労働省令で

定めるところにより、募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関する事項で

厚生労働省令で定めるものを厚生労働大臣に届け出なければならない。 
 

○厚生労働省関係地域再生法施行規則（平成 28 年厚生労働省令第 94 号）（抄） 

（法第十七条の二十四第四項第一号の厚生労働省令で定めるもの） 

第二条 法第十七条の二十四第四項第一号の厚生労働省令で定めるものは、次のとおりとす

る。 

一 事業協同組合及び事業協同組合小組合並びに協同組合連合会 

二 水産加工業協同組合及び水産加工業協同組合連合会 

三 商工組合及び商工組合連合会 

四 商店街振興組合及び商店街振興組合連合会 

五 農業協同組合及び農業協同組合中央会 

六 生活衛生同業組合であって、その構成員の三分の二以上が中小事業主（国及び地方公

共団体以外の事業主であって、常時雇用する労働者の数が三百人以下のものをいう。

以下同じ。）であるもの 

七 酒造組合及び酒造組合連合会であって、その直接又は間接の構成員たる酒類製造業者

の三分の二以上が中小事業主であるもの 

 （法第十七条の二十四第四項第一号の一般社団法人の要件） 

第三条 法第十七条の二十四第四項第一号の厚生労働省令で定める要件は、その直接又は間

接の構成員の三分の二以上が中小事業主である一般社団法人であることとする。 

  （法第十七条の二十四第四項第一号に掲げる事項に関する同意） 

第十一条 認定市町村は、法第十七条の二十四第五項の規定により厚生労働大臣の同意を得

ようとする場合には、生涯活躍のまち形成事業計画に次条の基準に係る事項を記載した書

類を付してするものとする。 
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  （法第十七条の二十四第五項の厚生労働省令で定める基準） 

第十二条 法第十七条の二十四第五項の厚生労働省令で定める基準は、次のとおりとする。  

一 協議会を構成する団体であること。 

二 生涯活躍のまち形成地域において法第十七条の二十四第五項の介護サービスの提供に

係る事業その他の生涯活躍のまち形成事業として行われる事業を実施するための人材確

保に関する相談及び援助を行うものであること。 

三 前号の相談及び援助を適切に実施するために必要な体制が整備されていること。 

四 その構成員である中小事業主の委託を受けて労働者の募集を行うに当たり、当該募集

に係る労働条件その他の募集の内容が適切であり、かつ、当該労働者の利益に反しない

ことが見込まれること。 

なお、これらの事業協同組合等が、特例を活用して労働者の委託募集を行うとき

は法第 17 条の 28 第２項及び厚労省令第 22 条、第 23 条に基づきその主たる事務所

の所在地を管轄する公共職業安定所を経由して都道府県労働局又は厚生労働大臣に

届出を行うとともに、報酬を得て労働者の委託募集を行う場合は当該報酬につき厚

生労働大臣の認可を得る必要があります（職業安定法第 36 条第２項）。また厚労省

令第 24 条に基づき、毎年度公共職業安定所長に労働者募集報告を提出する必要があ

ります。これらの届出等の手続及び様式は「地域再生法に基づく委託募集の特例等

に関する業務の取扱いについて（平成 28 年４月 20 日職発 0420 第６号各都道府県労

働局長宛て厚生労働省職業安定局長通達）10」を参照してください。 
○地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）（抄） 

（委託募集の特例等） 
第十七条の二十八 （略） 
２ 同意事業協同組合等は、前項に規定する募集に従事しようとするときは、厚生労働省令で

定めるところにより、募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関する事項で

厚生労働省令で定めるものを厚生労働大臣に届け出なければならない。 
 

○厚生労働省関係地域再生法施行規則（平成 28 年厚生労働省令第 94 号）（抄） 
（労働者の募集に関する事項）  

第二十二条 法第十七条の二十八第二項の厚生労働省令で定める労働者の募集に関する事項

は、次のとおりとする。  
  一 募集に係る事業所の名称及び所在地 
  二 募集時期 
  三 募集職種及び人員 
  四 募集地域 
  五 募集に係る労働者の業務の内容 
  六 賃金、労働時間その他の募集に係る労働条件 
 （届出の手続）  
第二十三条 法第十七条の二十八第二項の規定による届出は、同意事業協同組合等の主たる

事務所の所在する都道府県の区域を募集地域とする募集、当該区域以外の地域を募集地域

とする募集（以下この項において「自県外募集」という。）であって第二十一条第二号に該

当するもの及び自県外募集であって同号に該当しないものの別に行わなければならない。  
２ 法第十七条の二十八第二項の規定による届出をしようとする同意事業協同組合等は、そ

の主たる事務所の所在地を管轄する公共職業安定所（その公共職業安定所が二以上ある場

合には、厚生労働省組織規則（平成十三年厚生労働省令第一号）第七百九十三条の規定によ

り当該事務を取り扱う公共職業安定所）の長を経て、第二十一条の募集にあっては同条の都

道府県労働局長に、その他の募集にあっては厚生労働大臣に届け出なければならない。  
３ 前二項に定めるもののほか、届出の様式その他の手続は、厚生労働省職業安定局長（次条

                                                 
10 http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/new/tsuchi/newindex.html#tu_6 または
http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T160421L0030.pdf  
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において「職業安定局長」という。）の定めるところによる。  
 （労働者募集報告） 
第二十四条 法第十七条の二十八第一項の募集に従事する同意事業協同組合等は、職業安定

局長の定める様式に従い、毎年度、労働者募集報告を作成し、これを当該年度の翌年度の四

月末日まで（当該年度の終了前に労働者の募集を終了する場合にあっては、当該終了の日の

属する月の翌月末日まで）に前条第二項の届出に係る公共職業安定所の長に提出しなけれ

ばならない。 

(2) 有料老人ホームの届出に関する老人福祉法の特例 

有料老人ホームを設置しようとする者は、通常、設置前に都道府県知事に届出を

行う必要がありますが、法第 17 条の 32 の老人福祉法の特例を利用する場合は、生

涯活躍のまち形成事業計画に記載された有料老人ホームについては、設置後一か月

以内に市町村を経由して届け出ることができるようになります。 

この特例を利用する場合は、生涯活躍のまち形成地域において有料老人ホームを

整備する事業について、法第 17 条の 24 第４項第２号及び厚労省令第４条第１項各

号に規定する以下の事項を記載し、同条第２項に規定する事項を記載した書類を添

付してください。 

①有料老人ホームを整備する事業の実施主体の氏名（法人にあっては、その名称及

び事務所の所在地） 

②有料老人ホームの名称及び設置予定地 

③事業開始の予定年月日 

④当該有料老人ホームの管理者の氏名 

⑤当該有料老人ホームにおいて供与される介護等の内容 

生涯活躍のまち形成事業計画に記載する事項と添付書類については別途示す参考

例を参照するほか、都道府県の担当部局と調整の上、都道府県において従前より示

している届出様式を活用することも考えられます。 
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図：有料老人ホームの届出に関する老人福祉法の特例 
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○地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）（抄） 

（生涯活躍のまち形成事業計画の作成） 
第十七条の二十四 （略） 
４ 生涯活躍のまち形成事業計画には、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を記載

することができる。 
二 生涯活躍のまち形成地域において有料老人ホームを整備する事業に関する次に掲げる

事項 
イ 当該事業の実施主体 
ロ 当該有料老人ホームの所在地 
ハ その他厚生労働省令で定める事項 

（有料老人ホームの届出の特例） 
第十七条の三十二 第十七条の二十四第四項第二号に掲げる事項が記載された生涯活躍のま

ち形成事業計画が同条第十八項（同条第十九項において準用する場合を含む。以下同じ。）

の規定により公表されたときは、当該事項に係る実施主体が当該事項に係る有料老人ホー

ムにつき行う老人福祉法第二十九条第一項の規定による届出については、同項の規定にか

かわらず、当該有料老人ホームの設置の日から一月以内に、その旨を当該有料老人ホームの

所在地を管轄する都道府県知事（指定都市等の区域内に所在する有料老人ホームにあって

は、当該指定都市等の長）に届け出ることをもって足りる。 
２ 前項の有料老人ホーム（指定都市等の区域内に所在するものを除く。）を設置する同項の

実施主体は、同項の規定による届出をする場合には、当該届出を、当該有料老人ホームの所

在地を管轄する市町村の長を経由してすることができる。 
 

○厚生労働省関係地域再生法施行規則（平成 28 年厚生労働省令第 94 号）（抄） 
 （生涯活躍のまち形成事業計画の記載事項等） 
第四条 法第十七条の二十四第四項第二号ハの厚生労働省令で定める事項は、次に掲げる事

項とする。 
  一 法第十七条の二十四第四項第二号イの実施主体の氏名（法人にあっては、その名称及び

事務所の所在地） 
  二 法第十七条の二十四第四項第二号ロの有料老人ホームの名称及び設置予定地 
  三 事業開始の予定年月日 
  四 当該有料老人ホームの管理者の氏名 
  五 当該有料老人ホームにおいて供与される介護等の内容 
２ 認定市町村（指定都市及び中核市を除く。）は、生涯活躍のまち形成事業計画に法第十七

条の二十四第四項第二号に掲げる事項（同号イの実施主体が同号ロの有料老人ホームにつ

いて老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第二十九条第一項の届出を行っていない

場合に限る。）を記載し、法第十七条の二十四第一項の規定により協議会に協議しようとす

るときは、当該生涯活躍のまち形成事業計画に次に掲げる事項を記載した書類を添えて、こ

れらを都道府県知事に提出するものとする。 
  一 法第十七条の二十四第四項第二号イの実施主体の氏名及び住所 
  二 当該実施主体の条例、定款その他の基本約款 
  三 法第十七条の二十四第四項第二号ロの有料老人ホームの管理者の氏名及び住所 
  四 建物の規模及び構造並びに設備の概要 
  五 建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第六条第一項の確認を受けたことを証する

書類 
  六 当該実施主体の直近の事業年度の決算書 
  七 当該有料老人ホームの運営の方針 
  八 入居定員及び居室数 
  九 市場調査等による入居者の見込み 
  十 職員の配置の計画 
  十一 老人福祉法第二十九条第七項に規定する前払金、利用料その他の入居者の費用負担

の額 
  十二 老人福祉法第二十九条第七項に規定する保全措置を講じたことを証する書類 
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  十三 入居契約に入居契約の解除に係る返還金に関する定めがあるときは、当該定めの内

容並びに返還金の支払を担保するための措置の有無及び当該措置の内容 
  十四 入居契約に損害賠償額の予定（違約金を含む。）に関する定めがあるときは、その内

容 
  十五 医療施設との連携の内容 
  十六 事業開始に必要な資金の額及びその調達方法 
  十七 長期の収支計画 
  十八 入居契約書及び設置者が入居を希望する者に対し交付して、当該有料老人ホームに

おいて供与される便宜の内容、費用負担の額その他の入居契約に関する重要な事項を説

明することを目的として作成した文書 

(3) 介護保険の事業者の指定に関する介護保険法の特例 

居宅サービス事業者等の介護保険の事業者が事業を行うに当たっては、居宅サー

ビス、介護予防サービスの場合は都道府県知事等の、地域密着型サービス、地域密

着型介護予防サービス、第一号事業については市町村長の指定を得る必要がありま

すが、法第 17 条の 33 の介護保険法の特例を利用する場合は、生涯活躍のまち形成

事業計画に記載されたサービス事業者については、介護保険法上の指定があったと

みなされます。認定市町村の区域内に所在する事業所で新たにサービスを開始する

場合に、これらの指定をまだ得ていないものについて、生涯活躍のまち形成事業計

画の作成の段階で指定のみなしを得ることにより、事務の簡素化を図り、円滑に事

業を実施することが想定されます。 
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図：介護保険の事業者の指定に関する介護保険法の特例 
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特例の対象となる介護サービスは、居宅サービス、地域密着型サービス、介護予

防サービス、地域密着型介護予防サービス、第一号事業（第一号介護予防支援事業

を除く。）です。このうち、認知症対応型共同生活介護、地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護は特例の対象とはなりませ

ん。 

以下では、居宅サービスの訪問介護及び地域密着サービスの定期巡回・随時対応

型訪問介護看護の例により解説します。記載事項や手続はサービスの種類により異

なるため、それぞれの条項をご確認ください。 

   【居宅サービス（訪問介護）の例】 

※居宅サービス及び介護予防サービスについて特例を利用する場合はこの例に準

じます。また認定市町村が指定都市、中核市である場合は地域密着型サービス

の例に準じます（法第 17 条の 35 第１項による読替え）。 

居宅サービス・介護予防サービスを行う事業所について、この特例を利用する場

合は、 

(ア) 生涯活躍のまち形成事業計画に事業主体についての必要事項を記載し、 

(イ) 必要書類を添付した上で、都道府県知事の同意を得て 

(ウ) 公表する 

ことにより、当該事業所が行うサービスについて、指定があったこととみなされま

す。なお、指定都市、中核市については都道府県知事の同意は不要となります（法

第 17 条の 35 第１項による読替え）。 

(ア) 記載事項は、法第 17 条の 24 第４項第３号（介護予防の場合は第５号）及び厚

労省令第５条各号に記載されている 

・当該事業の実施主体（実施主体の名称、主たる事務所の所在地、代表者の氏名

及び職名） 

・当該事業を行う事業所の名称及び所在地（当該事業所の所在地以外の場所に当

該事業所の一部として使用される事務所を有するときは、当該事務所を含む。） 

・居宅サービスの種類 

・当該居宅サービスを行う事業の開始の予定年月日 

を記載してください。 

(イ) 上記(ア)の事項を記載した生涯活躍のまち形成事業計画に、厚労省令第 13 条各

号（介護予防の場合は第 17 条）の事項を記載した書類を添付し、都道府県知事に

協議をします（法第 17 条の 24 第６項）。都道府県知事は、介護保険法第 70 条第

２項又は第 70 条第４項若しくは第５項の規定（介護予防の場合は第 115 条の２第

２項の規定）に当たらない場合以外は同意することとされています。（なお、居宅

サービスの種類が特定施設入居者生活介護である場合は、法第 17 条の 24 第７項

に基づき、関係市町村の長に対し、当該関係市町村の市町村介護保険事業計画と

の調整を図る見地からの意見を求めなければならないとされていますが、これは、

介護保険法第 70 条第６項の関係市町村と同趣旨の規定です。） 
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(ア)の記載事項と(イ)の添付書類については別途示す参考例を参照するほか、都

道府県の担当部局と調整の上、都道府県において従前より示している申請様式を

活用することも考えられます。 

(ウ) 都道府県知事の同意を得て、生涯活躍のまち形成事業計画が作成されたときは、

遅滞なく、これを公表するとともに、都道府県知事に通知することとされていま

す。公表の日から特例の指定みなしの効力が発生します。 
○地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）（抄） 

（生涯活躍のまち形成事業計画の作成） 
第十七条の二十四 （略） 
４ 生涯活躍のまち形成事業計画には、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を

記載することができる。 
三 生涯活躍のまち形成地域において行われる居宅サービス事業（介護保険法第八条第

一項に規定する居宅サービス事業をいう。第六項及び第十七条の三十三第一項におい

て同じ。）に関する次に掲げる事項 
イ 当該事業の実施主体 
ロ 当該事業を行う事業所の所在地 
ハ 居宅サービスの種類 
ニ その他厚生労働省令で定める事項 

６ 認定市町村は、生涯活躍のまち形成事業計画に第四項第三号に掲げる事項（同号イの

実施主体が同号ロの事業所であって当該認定市町村の区域内に所在するものにより同号

ハの種類の居宅サービスを行う居宅サービス事業について介護保険法第四十一条第一項

本文の指定を受けていない場合に限る。第十七条の三十三第一項において同じ。）を記載

しようとするときは、当該事項について、厚生労働省令で定めるところにより、都道府県

知事の同意を得なければならない。この場合において、当該都道府県知事は、当該事項が

同法第七十条第二項（同法第七十二条の二第一項の規定により読み替えて適用する場合

を含む。）の規定により同法第四十一条第一項本文の指定をしてはならない場合又は同法

第七十条第四項若しくは第五項の規定により同法第四十一条第一項本文の指定をしない

ことができる場合に該当しないと認めるときは、同意をするものとする。 
７ 都道府県知事は、第四項第三号ハの居宅サービスの種類が介護保険法第八条第十一項

に規定する特定施設入居者生活介護その他の厚生労働省令で定める居宅サービスである

場合において前項の同意をしようとするときは、関係市町村の長に対し、厚生労働省令

で定める事項を通知し、相当の期間を指定して、当該関係市町村の市町村介護保険事業

計画（同法第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業計画をいう。以下この条に

おいて同じ。）との調整を図る見地からの意見を求めなければならない。 
（居宅サービス事業等に係る指定の特例） 

第十七条の三十三 第十七条の二十四第四項第三号に掲げる事項が記載された生涯活躍の

まち形成事業計画が同条第十八項の規定により公表されたときは、当該公表の日におい

て、当該事項に係る実施主体が当該事項に係る事業所により当該事項に係る種類の居宅

サービスを行う居宅サービス事業について、介護保険法第四十一条第一項本文の指定が

あったものとみなす。 
 

○厚生労働省関係地域再生法施行規則（平成 28 年厚生労働省令第 94 号）（抄） 
第五条 法第十七条の二十四第四項第三号ニの厚生労働省令で定める事項は、次に掲げる

事項とする。 
一 法第十七条の二十四第四項第三号ハの居宅サービスの種類が訪問介護（介護保険法

（平成九年法律第百二十三号）第八条第二項に規定する訪問介護をいう。第十三条第

一号において同じ。）である場合には、次に掲げる事項 
イ 法第十七条の二十四第四項第三号イの実施主体の名称及び主たる事務所の所在地

並びにその代表者の氏名及び職名 
ロ 法第十七条の二十四第四項第三号ロの事業所（当該事業所の所在地以外の場所に

当該事業所の一部として使用される事務所を有するときは、当該事務所を含む。）の
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名称及び所在地 
ハ 当該居宅サービスを行う事業の開始の予定年月日 

  （法第十七条の二十四第四項第三号に掲げる事項に関する同意） 
第十三条 認定市町村は、法第十七条の二十四第六項の規定により都道府県知事の同意を

得ようとする場合には、生涯活躍のまち形成事業計画に次に掲げる事項を記載した書類

を付してするものとする。 
一 法第十七条の二十四第四項第三号ハの居宅サービスの種類が訪問介護である場合に

は、次に掲げる事項 
イ 法第十七条の二十四第四項第三号イの実施主体の代表者の氏名、生年月日及び住

所 
ロ 当該実施主体の登記事項証明書又は条例等 
ハ 法第十七条の二十四第四項第三号ロの事業所の平面図 
ニ 利用者の推定数 
ホ 当該事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所並びにサービス提供責任者の氏名、

生年月日、住所及び経歴 
ヘ 運営規程 
ト 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 
チ 当該居宅サービスを行う事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 
リ 介護保険法第七十条第二項各号（病院、診療所若しくは薬局により行われる居宅

療養管理指導又は病院若しくは診療所により行われる訪問看護、訪問リハビリテー

ション、通所リハビリテーション若しくは短期入所療養介護に係る指定の申請にあ

っては、同項第六号の二、第六号の三、第十号の二及び第十二号を除く。）に該当し

ないことを誓約する書面（以下この条において「誓約書」という。） 

   【地域密着型サービス（定期巡回・随時対応型訪問介護看護）の例】 

※地域密着型サービス、地域密着型介護予防サービス、第一号事業（指定して第

一号事業を行う場合）について特例を利用する場合はこの例に準じます。また

認定市町村が指定都市、中核市である場合は、居宅サービス、介護予防サービ

スの場合でもこの例に準じます（法第 17 条の 35 第１項による読替え）。 

地域密着型サービスを行う事業所について、この特例を利用する場合は、 

(ア) 生涯活躍のまち形成事業計画に事業主体についての必要事項を記載し、 

(イ) 公表する 

ことにより、当該事業所が行うサービスについて、指定があったこととみなされま

す。 

(ア) 記載事項は、法第 17 条の 24 第４項第４号（地域密着型介護予防サービスの場

合は第６号、第一号事業の場合は第７号）及び厚労省令第６条各号に記載されて

いる 

・ 当該事業の実施主体（実施主体の名称、主たる事務所の所在地、代表者の氏名

及び職名） 

・ 当該事業を行う事業所の名称及び所在地（当該事業所の所在地以外の場所に当

該事業所の一部として使用される事務所を有するときは、当該事務所を含む。） 

・ 地域密着型サービスの種類 

・ 当該地域密着型サービスを行う事業の開始の予定年月日 

を記載してください。その際、厚労省令第 16 条（地域密着型介護予防サービスの

場合は第 18 条、第一号事業の場合は第 19 条）各号の事項が記載されている書類

を事業所から入手するなどして、当該事項に照らして記載の可否を判断し、介護
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保険法第 78 条の２第４項の規定（地域密着型介護予防サービスの場合は第 115 条

の 12 第２項、第一号事業の場合は第 115 条の 45 の５第２項の規定）により指定

をしてはならない場合に該当しないと認める場合に限り、記載してください。 

記載事項と事業所から入手する書類については別途示す参考例を参照するほか、

市町村において従前より示している申請様式を活用することも考えられます。 

(イ) 生涯活躍のまち形成事業計画が作成されたときは、遅滞なく、これを公表する

とともに、関係行政機関の長や関係都道府県知事に通知することとされています。

公表の日から特例の指定みなしの効力11が発生します。 
○地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）（抄） 

（生涯活躍のまち形成事業計画の作成） 
第十七条の二十四 （略） 
４ 生涯活躍のまち形成事業計画には、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を記載

することができる。 
四 生涯活躍のまち形成地域において行われる地域密着型サービス事業（介護保険法第八

条第十四項に規定する地域密着型サービス事業をいう。第十項及び第十七条の三十三第

二項において同じ。）に関する次に掲げる事項 
イ 当該事業の実施主体 
ロ 当該事業を行う事業所の所在地 
ハ 地域密着型サービスの種類 
ニ その他厚生労働省令で定める事項 

10 認定市町村は、第四項第四号に掲げる事項（同号イの実施主体が同号ロの事業所であって

当該認定市町村の区域内に所在するものにより同号ハの種類の地域密着型サービスを行う

地域密着型サービス事業について当該認定市町村の長から介護保険法第四十二条の二第一

項本文の指定を受けていない場合に限る。第十七条の三十三第二項において同じ。）につい

ては、当該事項が同法第七十八条の二第四項（同法第七十八条の二の二第一項の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）の規定により同法第四十二条の二第一項本文の指定をし

てはならない場合に該当しないと認める場合に限り、生涯活躍のまち形成事業計画に記載

することができるものとする。 
（居宅サービス事業等に係る指定の特例） 

第十七条の三十三 （略） 
２ 第十七条の二十四第四項第四号に掲げる事項が記載された生涯活躍のまち形成事業計画

が同条第十八項の規定により公表されたときは、当該公表の日において、当該事項に係る実

施主体が当該事項に係る事業所により当該事項に係る種類の地域密着型サービスを行う地

域密着型サービス事業について、当該認定市町村の長から介護保険法第四十二条の二第一

項本文の指定があったものとみなす。 
 

○厚生労働省関係地域再生法施行規則（平成 28 年厚生労働省令第 94 号）（抄） 
第六条 法第十七条の二十四第四項第四号ニの厚生労働省令で定める事項は、次に掲げる事

項とする。 

一 法第十七条の二十四第四項第四号ハの地域密着型サービスの種類が定期巡回・随時対

応型訪問介護看護（介護保険法第八条第十五項に規定する定期巡回・随時対応型訪問介

護看護をいう。第十六条第一号において同じ。）である場合には、次に掲げる事項 

イ 法第十七条の二十四第四項第四号イの実施主体の名称及び主たる事務所の所在地並

びにその代表者の氏名及び職名 

                                                 
11 なお、この地域密着型サービスに係る指定みなしの効果は事業所の所在する認定市町村（所在地市町村）の区域に

おいて発生するものです。例えば、生涯活躍のまち形成事業計画が共同計画で、生涯活躍のまち形成地域が隣接する複

数の市町村の区域にまたがって所在する場合、所在地市町村の区域内のみで指定の効力が生じます。このように複数の

認定市町村による共同計画の場合は、事前に、介護保険法第 78 条の２第９項の規定により、あらかじめ非所在地市町

村長と所在地市町村長との協議により、非所在地市町村の指定に当たって所在地市町村長の同意を要しない旨の合意を

しておくことが考えられます。 
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ロ 法第十七条の二十四第四項第四号ロの事業所（当該事業所の所在地以外の場所に当

該事業所の一部として使用される事務所を有するときは、当該事務所を含む。）の名

称及び所在地 

ハ 当該地域密着型サービスを行う事業の開始の予定年月日  
（法第十七条の二十四第四項第四号に掲げる事項に関する記載） 

第十六条 認定市町村は、法第十七条の二十四第十項の規定により生涯活躍のまち形成事業

計画に同条第四項第四号に掲げる事項を記載しようとする場合には、当該事項が、次に掲げ

る事項に照らして介護保険法第七十八条の二第四項の規定により同法第四十二条の二第一

項本文の指定をしてはならない場合に該当しないと認める場合に限り、記載することがで

きるものとする。 
一 法第十七条の二十四第四項第四号ハの地域密着型サービスの種類が定期巡回・随時対

応型訪問介護看護である場合には、次に掲げる事項 
イ 法第十七条の二十四第四項第四号イの実施主体の代表者の氏名、生年月日及び住所 
ロ 当該実施主体の登記事項証明書又は条例等 
ハ 法第十七条の二十四第四項第四号ロの事業所の平面図及び設備の概要 
ニ 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 
ホ 運営規程 
ヘ 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 
ト 当該地域密着型サービスを行う事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 
チ 介護保険法第七十八条の二第四項各号に該当しないことを誓約する書面（以下この

条において「誓約書」という。） 
リ 連携する訪問看護を行う事業所の名称及び所在地（当該地域密着型サービスが介護

保険法第八条第十五項第二号に該当するときに限る。） 

(4) 旅館業の許可に関する旅館業法の特例 

生涯活躍のまち形成地域において、お試し居住などの宿泊を伴う事業を行う場合、

その事業が旅館業に該当すれば、旅館業の許可を得ることが必要になります。法第

17 条の 34 の旅館業法の特例は、生涯活躍のまち形成事業計画に記載された生涯活

躍のまち一時滞在事業（生涯活躍のまち形成地域において宿泊の用に供する施設を

設け移住希望者を一時的に宿泊させる事業であって、旅館業に該当するもの）の事

業者については、旅館業の許可があったとみなすこととする特例です。 

この特例を利用する場合は、 

(ア) 生涯活躍のまち形成事業計画に事業主体についての必要事項を記載し、 

(イ) 必要書類を添付した上で、都道府県知事の同意を得て 

(ウ) 公表する 

ことにより、当該事業所が行う旅館業について、旅館業の許可があったこととみな

されます。なお、保健所設置市については都道府県知事の同意は不要となります（法

第 17 条の 35 第２項による読替え）。 
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図：旅館業の許可に関する旅館業法の特例 
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(ア) 記載事項は、法第 17 条の 24 第４項第８号及び厚労省令第 10 条各号に記載さ

れている 

・当該事業の実施主体の氏名（法人にあっては、その名称、事務所の所在地及び

代表者の氏名） 

・当該宿泊の用に供する施設の所在地、名称 

・営業の種別（旅館業法第二条第一項に規定する旅館業の種別をいう。） 

を記載してください。 

(イ) 上記(ア)の事項を記載した生涯活躍のまち形成事業計画に、厚労省令第 20 条各

号の事項を記載した書類を添付し、都道府県知事に協議をします（法第 17 条の 24

第 12 項）。都道府県知事は、旅館業法第３条第２項又は第３項の規定により許可

を与えないことができる場合に該当しないと認めるときは同意することとされて

います。 

(ア)の記載事項と(イ)の添付書類については別途示す参考例を参照するほか、都

道府県の担当部局と調整の上、都道府県において従前より示している申請様式を

活用することも考えられます。 

(ウ) 都道府県知事の同意を得て、生涯活躍のまち形成事業計画が作成されたときは、

遅滞なく、これを公表するとともに、都道府県知事に通知することとされていま

す。公表の日から特例の許可みなしの効力が発生します。 
○地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）（抄） 

（生涯活躍のまち形成事業計画の作成） 
第十七条の二十四 （略） 
４ 生涯活躍のまち形成事業計画には、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を

記載することができる。 
八 生涯活躍のまち一時滞在事業（生涯活躍のまち形成地域において宿泊の用に供する

施設を設け、当該生涯活躍のまち形成地域への移住を希望する中高年齢者を一時的に

宿泊させる事業であって、その全部又は一部が旅館業法（昭和二十三年法律第百三十

八号）第二条第一項に規定する旅館業に該当するものをいう。第十六項及び第十七条

の三十四において同じ。）に関する次に掲げる事項 
イ 当該事業の実施主体 
ロ 当該宿泊の用に供する施設の所在地 
ハ その他厚生労働省令で定める事項 

16 認定市町村は、生涯活躍のまち形成事業計画に第四項第八号に掲げる事項（同号イの

実施主体が同号ロの施設において行う生涯活躍のまち一時滞在事業について旅館業法第

三条第一項の許可を受けていない場合に限る。第十七条の三十四において同じ。）を記載

しようとするときは、当該事項について、厚生労働省令で定めるところにより、都道府県

知事の同意を得なければならない。この場合において、当該都道府県知事は、当該事項が

同法第三条第二項又は第三項の規定により同条第一項の許可を与えないことができる場

合に該当しないと認めるときは、同意をするものとする。 
（旅館業の許可の特例） 

第十七条の三十四 第十七条の二十四第四項第八号に掲げる事項が記載された生涯活躍の

まち形成事業計画が同条第十八項の規定により公表されたときは、当該公表の日におい

て、当該事項に係る実施主体が当該事項に係る施設により行う生涯活躍のまち一時滞在

事業について、旅館業法第三条第一項の許可があったものとみなす。 
 

○厚生労働省関係地域再生法施行規則（平成 28 年厚生労働省令第 94 号）（抄） 
第十条 法第十七条の二十四第四項第八号ハの厚生労働省令で定める事項は、次に掲げる

事項とする。 
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一 法第十七条の二十四第四項第八号イの実施主体の氏名（法人にあっては、その名称、

事務所の所在地及び代表者の氏名） 
二 法第十七条の二十四第四項第八号ロの施設の名称 
三 営業の種別（旅館業法第二条第一項に規定する旅館業の種別をいう。） 

  （法第十七条の二十四第四項第八号に掲げる事項に関する同意） 
第二十条 認定市町村は、法第十七条の二十四第十六項の規定により都道府県知事の同意

を得ようとする場合には、生涯活躍のまち形成事業計画に次に掲げる事項を記載した書

類を付してするものとする。 
一 法第十七条の二十四第四項第八号イの実施主体の氏名、生年月日及び住所（法人に

あっては、定款又は寄附行為の写し） 
二 法第十七条の二十四第四項第八号ロの施設が旅館業法施行規則（昭和二十三年厚生

省令第二十八号）第五条第一項に該当するときは、その旨 
三 当該施設の構造設備の概要及び当該構造設備を明らかにする図面 
四 旅館業法第三条第二項各号に該当することの有無及び該当するときは、その内容 

② 生涯活躍のまち形成事業計画の策定手続 

ア 地域再生協議会 

(1) 地域再生協議会の設置（法第５条第９項及び第 17 条の 24 第１項） 

事業計画を作成する際には、地域再生計画を作成した地方公共団体のほか、地域

再生推進法人、都道府県、移住支援やまちづくりを行う事業者、就業や生涯学習な

ど社会的活動を支援する事業者（公共職業安定所やシルバー人材センター、大学、

公民館や図書館、博物館などの社会教育施設など）、医療・福祉サービスの提供事業

者（医療法人や社会福祉法人など）、住民など地域の様々な関係者が参画する地域再

生協議会を設置し、事業計画に盛り込まれる内容等について協議し、多様な意見が

適切に反映されるようにすることが必要です。 

このため、事業に参画する関係者の連携のもとに事業を進めるため、生涯活躍の

まち形成事業計画を作成するにあたっては、地域再生協議会の協議を経ることとさ

れています（法第 17 条の 24 第１項及び第２項）。 

地域再生計画の作成に当たっては、地域再生協議会を組織することは任意となっ

ていますが、生涯活躍のまち形成事業計画の作成に当たっては、認定市町村は協議

会における協議を行う必要があるため、生涯活躍のまち形成事業計画の作成を検討

している市町村にあっては、あらかじめ協議会を組織しておくことが望ましいもの

と考えられます。地域再生協議会については、地域再生計画認定申請マニュアル（総

論）第４章も参照してください。 

なお、「生涯活躍のまち」構想を具体化するにあたっては、中長期的に事業の自立

性や持続可能性を確保する観点から、事業の実現性や継続性、地域への効果などに

ついて、関係事業者のみならず教育機関、地域金融機関、住民など幅広く知見を結

集して検討を行うことが重要となります。また、入居希望者を計画段階から募集す

ること等を通じ、将来の入居者にとって魅力的なまちづくりに関する事業計画を作

成することも考えられます。 

(2) 地域再生協議会の構成員（法第 12 条第２項及び第３項並びに第 17 条の 24 第２
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項） 

地域再生協議会の構成員は、法第 12 条第２項及び第３項において 

(ア) 地方公共団体 

(イ) 地域再生推進法人 

(ウ) 地域再生を図るために行う事業を実施し、又は実施すると見込まれる者 

(エ) 当該地方公共団体が作成しようとする地域再生計画又は認定地域再生計画及び

その実施に関し密接な関係を有する者（任意） 

(オ) その他当該地方公共団体が必要と認める者（任意） 

が構成員となるとされていますが、生涯活躍のまち形成事業計画を作成する場合は、

これ以外に、 

(カ) 都道府県知事 

(キ) 法第 17 条の 34 の旅館業の特例を利用する場合、厚労省令第１条第１項各号に

規定される者  

(ク) 法第 17 条の 33 第２項及び第４項の地域密着型サービス事業等に係る指定の特

例を利用する場合、厚労省令第１条第２項に規定される者 （任意） 

を構成員として加えた協議会で協議する必要があります。 

(カ)の都道府県知事は高齢者居住安定確保計画、都道府県介護保険事業支援計画、

医療計画等の高年齢者の居住、保健、医療又は福祉に関する事項を定める計画を策

定する主体であり、生涯活躍のまち形成事業の実施に密接な関係を有することから、

必須の構成員とされています。 

また、(キ)については、旅館業の特例を利用する場合に、旅館業法第３条第４項に

基づき旅館業の許可に当たって意見を求めることとされている近隣の学校長などを

地域再生協議会に加えて意見を反映することができるようにしています。 

なお、実際の協議の場への出席者は、各組織の長である必要はなく適切な者が代

理で出席することも考えられます。 

(ク)については、介護保険法第 78 条の２第７項及び同法第 115 条の 12 第５項に

おいて、地域密着型サービス及び地域密着型介護予防サービスの指定に当たって意

見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めなければならないこととされて

いる介護保険の被保険者その他の関係者について、市町村の判断で必要に応じて地

域再生協議会に加えることができるとしています。 
○地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）（抄） 
（生涯活躍のまち形成事業計画の作成） 

第十七条の二十四 （略） 
２ 認定市町村は、前項の協議を行う場合には、都道府県知事その他厚生労働省令で定める者を

協議会の構成員として加えるものとする。 
 

○厚生労働省関係地域再生法施行規則（平成 28 年厚生労働省令第 94 号）（抄） 
（地域再生協議会の構成員として加える者） 

第一条 地域再生法（以下「法」という。）第十七条の二十四第二項の厚生労働省令で定める者

は、認定市町村（法第五条第十六項の認定（法第七条第一項の変更の認定を含む。）を受けた

市町村（特別区を含む。）をいう。以下同じ。）が法第十七条の二十四第四項第八号の規定に基

づき生涯活躍のまち形成事業計画（同条第一項に規定する生涯活躍のまち形成事業計画をい

う。以下同じ。）に同号に掲げる事項（同号イの実施主体が同号ロの施設において行う生涯活

躍のまち一時滞在事業（同号に規定する生涯活躍のまち一時滞在事業をいう。）について旅館
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業法（昭和二十三年法律第百三十八号）第三条第一項の許可を受けていない場合に限る。）を

記載しようとする場合であって、同号ロの所在地が次の各号に掲げる施設の敷地（これらの用

に供するものと決定した土地を含む。）の周囲おおむね百メートルの区域内にあるときにおい

て、次の各号に掲げる施設の種類ごとに、それぞれ当該各号に掲げるものとする。 
一 大学附置の国立学校（国（国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第一項に

規定する国立大学法人を含む。第六号において同じ。）が設置する学校（学校教育法（昭和

二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学校（大学を除く。）及び幼保連携型認定こど

も園（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成十八

年法律第七十七号）第二条第七項に規定する幼保連携型認定こども園をいう。以下この項に

おいて同じ。）をいう。第三号及び第五号において同じ。）をいう。） 当該大学の学長 
二 高等専門学校（学校教育法第一条に規定する高等専門学校をいう。以下この項において同

じ。） 当該高等専門学校の校長 
三 高等専門学校及び幼保連携型認定こども園以外の公立学校（地方公共団体の設置する学

校をいう。以下この号において同じ。） 当該公立学校を設置する地方公共団体の教育委員

会 
四 地方公共団体が設置する幼保連携型認定こども園 当該幼保連携型認定こども園を設置

する地方公共団体の長 
五 高等専門学校及び幼保連携型認定こども園以外の私立学校（私立学校法（昭和二十四年法

律第二百七十号）第三条に規定する学校法人の設置する学校をいう。） 学校教育法に定め

るその所管庁 
六 国及び地方公共団体以外の者が設置する幼保連携型認定こども園であって、指定都市（地

方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項に規定する指定都市

をいう。以下同じ。）又は中核市（同法第二百五十二条の二十二第一項に規定する中核市を

いう。以下同じ。）の区域内に所在するもの 当該指定都市又は中核市の長 
七 児童福祉施設（児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第七条第一項に規定する児

童福祉施設をいい、幼保連携型認定こども園を除く。） 同法第四十六条に規定する行政庁 
八 旅館業法第三条第三項第三号の規定により都道府県（地域保健法（昭和二十二年法律第百

一号）第五条第一項の規定に基づく政令で定める市又は特別区（第二十六条第二項において

「保健所設置市等」という。）にあっては、市又は特別区）の条例で定める施設 当該条例

で定める者 
２ 認定市町村は、法第十七条の二十四第八項の規定により同条第四項第四号に掲げる事項を

生涯活躍のまち形成事業計画に記載しようとする場合又は同条第十項の規定により同条第四

項第六号に掲げる事項を生涯活躍のまち形成事業計画に記載しようとする場合において、当

該認定市町村が行う介護保険の被保険者その他の関係者の意見を反映させるために必要があ

ると認めるときは、法第十二条第一項に規定する地域再生協議会（以下「協議会」という。）

に、当該関係者を構成員として加えることができる。 

(3) 地域再生協議会の開催（法第 17 条の 24 第２項） 

地域再生協議会の開催に当たっては、(2)に記載する構成員に対し十分な期間をも

って参加を呼びかけることが望ましいと考えられます。 

また、地域再生協議会を組織したときは、則第 12 条に規定する手続に基づいて、

遅滞なくその旨を公表しなければならないこととされています。 

イ 地域再生推進法人による生涯活躍のまち形成事業計画の提案 

第３章の３のとおり、「生涯活躍のまち」構想の事業運営については、民間企業や医

療法人、社会福祉法人、大学や社会教育施設、NPO、まちづくり会社（第３セクター）

など多様な事業主体が「運営推進機能」を担うことが想定されており、この「運営推

進機能」を担う事業主体として、地域再生推進法人制度の活用が期待されます。 

これまで、地域再生推進法人制度において、営利法人については、政令で定める要

件（株式会社にあっては地方公共団体が有する議決権の割合が３％以上であること、
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持分会社にあっては社員に市町村があること）を満たすことを指定の条件としてきた

ところですが、この要件を満たさない営利法人についても、地域再生を実施する中核

的な担い手として期待がされていること等を踏まえ、平成 28 年の地域再生法改正によ

り、地方公共団体が出資していない営利法人であっても推進法人として指定すること

ができることとされています（法第 19 条）。「運営推進機能」を担う事業主体を地域再

生推進法人として指定する場合は、地域再生計画認定申請マニュアル（総論）第５章

及び地域再生推進法人の指定等に関する事務取扱要綱例も参照してください。 

また、認定地域再生計画に記載されている生涯活躍のまち形成事業に係る業務を行

うものとして、認定市町村に指定された地域再生推進法人は、生涯活躍のまち形成事

業計画の作成又は変更の提案を行うことができます（法第 17 条の 25 第１項）。 

提案を行う場合、地域再生推進法人は、生涯活躍のまち形成事業計画の素案に、法

人の名称及び主たる事務所の所在地を記載した提案書を添付して認定市町村に提出す

る必要があります（則第 44 条）。 

生涯活躍のまち形成事業計画の素案の内容は、認定地域再生計画に基づくものとな

る必要があります（法第 17 条の 25 第２項）ので、素案の作成に当たっては認定市町

村と情報交換・協議を行い、認定地域再生計画の内容と齟齬がないように作成してく

ださい。 

素案を受け取った認定市町村は、遅滞なく当該素案の採否を検討し、採用する場合

はこの素案を踏まえた生涯活躍のまち形成事業計画案を作成することとされています

（法第 17 条の 26）。素案を採用しない場合はその旨と理由を地域再生推進法人に回答

することとされています（法第 17 条の 27）。 
○地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）（抄） 

（地域再生推進法人による生涯活躍のまち形成事業計画の作成等の提案） 
第十七条の二十五 地域再生推進法人は、認定市町村に対し、内閣府令で定めるところにより、そ

の業務（認定地域再生計画に記載されている生涯活躍のまち形成事業に係るものに限る。）を行

うために必要な生涯活躍のまち形成事業計画の作成又は変更をすることを提案することができ

る。この場合においては、当該提案に係る生涯活躍のまち形成事業計画の素案を添えなければな

らない。 
２ 前項の規定による提案（次条及び第十七条の二十七において「生涯活躍のまち形成事業計画提

案」という。）に係る生涯活躍のまち形成事業計画の素案の内容は、認定地域再生計画に基づく

ものでなければならない。 
（生涯活躍のまち形成事業計画提案に対する認定市町村の判断等） 

第十七条の二十六 認定市町村は、生涯活躍のまち形成事業計画提案が行われたときは、遅滞なく、

生涯活躍のまち形成事業計画提案を踏まえた生涯活躍のまち形成事業計画（生涯活躍のまち形成

事業計画提案に係る生涯活躍のまち形成事業計画の素案の内容の全部又は一部を実現すること

となる生涯活躍のまち形成事業計画をいう。次条において同じ。）の作成又は変更をする必要が

あるかどうかを判断し、当該生涯活躍のまち形成事業計画の作成又は変更をする必要があると認

めるときは、その案を作成しなければならない。 
（生涯活躍のまち形成事業計画提案を踏まえた生涯活躍のまち形成事業計画の作成等をしない

場合にとるべき措置） 
第十七条の二十七 認定市町村は、生涯活躍のまち形成事業計画提案を踏まえた生涯活躍のまち形

成事業計画の作成又は変更をする必要がないと判断したときは、遅滞なく、その旨及びその理由

を、当該生涯活躍のまち形成事業計画提案をした地域再生推進法人に通知しなければならない。 
 

○地域再生法施行規則（平成 17 年内閣府令第 53 号）（抄） 
（生涯活躍のまち形成事業計画の作成等の提案） 
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第四十四条 法第十七条の二十五第一項の規定により生涯活躍のまち形成事業計画（法第十七条の

二十四第一項に規定する生涯活躍のまち形成事業計画をいう。以下この条において同じ。）の作

成又は変更の提案を行おうとする地域再生推進法人は、その名称及び主たる事務所の所在地を記

載した提案書に生涯活躍のまち形成事業計画の素案を添えて、認定市町村に提出しなければなら

ない。 

ウ 他の法律の規定による計画との調和 

生涯活躍のまち形成事業計画は、高齢者居住安定確保計画、市町村介護保険事業計

画その他の法律の規定による計画であって高年齢者の居住、保健、医療又は福祉に関

する事項を定めるものとの調和が保たれたものではなければならないとされています

（法第 17 条の 24 第 17 項）。その他の法律の規定による計画には、医療計画、都道府

県の介護保険事業支援計画及び立地適正化計画が含まれます。必要に応じて都道府県

や医療、福祉、都市計画・開発許可等に関する関係部局と事前に十分な時間的余裕を

持って協議・連携を行ってください。 
○地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）（抄） 

（生涯活躍のまち形成事業計画の作成） 
第十七条の二十四 （略） 
17 生涯活躍のまち形成事業計画は、高齢者の居住の安定確保に関する法律第四条の二第一項

に規定する市町村高齢者居住安定確保計画、市町村介護保険事業計画その他の法律の規定に

よる計画であって高年齢者の居住、保健、医療又は福祉に関する事項を定めるものとの調和が

保たれたものでなければならない。 

エ 生涯活躍のまち形成事業計画の公表 

認定市町村は、生涯活躍のまち形成事業計画を作成したときは、遅滞なく、これを

当該市町村の掲示板やホームページにおいて公表する等、不特定多数の者が閲覧する

ことができる状態で公表してください（法第 17 条の 24 第 18 項）。法第 17 条の 28 か

ら第 17条の 34までの特例を利用する場合、この公表の日から特例の効力が生じます。 

オ 生涯活躍のまち形成事業計画に係る通知 

認定市町村は、生涯活躍のまち形成事業計画を作成したときは、当該計画が地域再

生協議会の協議や都道府県知事の同意を得るなど正式な手続を経て作成されたもので

ある旨の通知書を、関係行政機関の長、関係都道府県知事及び特例等を受ける実施主

体に対して送付してください（法第 17 条の 24 第 18 項）。 
○地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）（抄） 

（生涯活躍のまち形成事業計画の作成） 
第十七条の二十四 （略） 
18 認定市町村は、生涯活躍のまち形成事業計画を作成したときは、遅滞なく、これを公表する

とともに、関係行政機関の長及び関係都道府県知事に通知しなければならない。 
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（参考）「生涯活躍のまち」構想の実現において大学に期待される役割  

○ 大学は、学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授研究

し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とし、また、その目的を実現

するための教育研究を行い、その成果を広く社会に提供することにより、社会の発展に

寄与するものとされています（学校教育法第 83 条）。 

○ 「生涯活躍のまち」構想の実現に向けて、中高年齢者等の「健康でアクティブな生活」

を実現する観点から、大学は、地域住民への生涯学習・学び直しの機会の提供や、大学

の人材・知見・研究成果等の活用などを行う役割が期待されます。 

具体的には、中高年齢者を主な対象とした公開講座の実施や地域医療・介護サービス

の高度化に必要な人材の輩出、大学の人材・知見・研究成果等を活用した地方公共団体

等への助言・協力などについて、地域の実情等に応じて、大学が地方公共団体や「運営

推進機能」を担う事業主体と積極的に連携していくことが求められます。 

また、大学が自らの土地等を活用し、「生涯活躍のまち」に関する事業を実施すること

についても、教育研究活動（公開講座等を含む）やその成果の普及・活用促進、教職員

や学生等への福利厚生を目的としたものであれば実施可能であり、大学が主体となって

取り組むことも可能です。 

○ 大学自体が「生涯活躍のまち」構想に関する事業を実施する場合はもちろん、地方公

共団体や「運営推進機能」を担う事業主体が大学と連携して取組を進める場合には、そ

の大学が行うことができる業務の範囲などを踏まえて検討を進めることが重要となりま

す。 

 

図：大学と「生涯活躍のまち（日本版 CCRC）」との関わり方について 
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【参考】⼤学法⼈の業務の範囲 

◎国⽴⼤学法⼈の業務の範囲について 
・国⽴⼤学法⼈については、国⽴⼤学法⼈法第 22 条第１項に規定される業務の

範囲内において、「⽣涯活躍のまち」に関する事業者と連携して⾏う取組に関
し、その実施に係る経費の⼀部を⽀出することは可能。 

・また、例えば、国⽴⼤学において医療・介護施設を設置することや、社会福
祉法⼈や医療法⼈等に⼟地を賃貸することなどについては、その⼤学の教育
研究活動に必要とされるものである、学⽣等の⼼⾝の健康等に関する相談そ
の他の援助を⽬的としたものであるなど、国⽴⼤学法⼈の業務の範囲内と整
理される場合には、⾏うことができる。 

◎公⽴⼤学法⼈の業務の範囲について 
・公⽴⼤学法⼈においては、地⽅独⽴⾏政法⼈法第 21 条第２号・第６号に規定

される業務の範囲内において、「⽣涯活躍のまち」に関する事業者と連携して
⾏う取組に関し、その実施に係る経費の⼀部を⽀出することは可能。 

・また、例えば、公⽴⼤学において医療・介護施設を設置することや、社会福
祉法⼈や医療法⼈等に⼟地を賃貸することなどについては、その⼤学の教育
研究活動に必要とされるものである、教職員や学⽣の福利厚⽣を⽬的とした
ものであるなど、公⽴⼤学法⼈の業務の範囲内と整理される場合には、⾏う
ことができる。 

◎私⽴⼤学を設置する学校法⼈の業務の範囲について 
・私⽴⼤学においては、その⼤学を設置する学校法⼈が、私⽴学校法第 26 条に

基づく収益事業として所轄庁の認可を受けた場合には、私⽴⼤学の教育に⽀
障のない範囲で教育研究を⽬的としない活動についても実施することができ
る。そのため、その範囲内において、私⽴⼤学が、地域のコミュニティづく
り・まちづくりの中⼼となって取組を進めることや、⾃らが医療・介護施設
を設置・運営すること、不動産業として⾃らが所有する⼟地を社会福祉法⼈
や医療法⼈に賃貸することも可能。 

・また、私⽴⼤学は、収益を⽬的とせず、⼤学の教育研究活動と密接に関連を
有する事業（付随事業）であれば、所轄庁の認可を要することなく⾏うこと
ができる。 

・さらに、私⽴⼤学における教育研究活動に資するものであって、教育に⽀障
のない範囲であれば、「⽣涯活躍のまち」に関する事業者に対して出資するこ
ともできる。 

 
※上記は、国立大学法人、公立大学法人及び学校法人の業務の範囲についての記載であ

り、事業を実施するに当たり、業務の範囲について不明な点がある場合は、文部科学

省にお問い合わせください。 
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（参考）関係法令 
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（参考）介護保険制度における財政調整の見直しに関する方向性  

（住所地特例について） 

○ 「生涯活躍のまち」構想の検討にあたり、高齢移住者に係る介護保険制度における住

所地特例拡大を求める意見があります。そもそも、介護保険においては、地域保険の考

え方から、住民票のある市町村が保険者となるのが原則ですが、その場合、介護保険施

設等の所在する市町村に給付費の負担が偏ってしまい、施設等の整備が円滑に進まない

おそれがあるため、特例として、施設に入所する場合には、住民票を移しても、移す前

の市町村が引き続き保険者となる仕組み（住所地特例）を設けることとしています12。 

図：介護保険の住所地特例について 

 

（移住先自治体の財政影響に対する考え方） 

○ 「日本版 CCRC 構想有識者会議」においてもこの問題について議論を行いましたが、

住所地特例は、介護費用負担の平準化の機能を有する一方で、介護保険制度上極めて例

外的な措置であり、一般住宅まで制度を拡大することは地方公共団体間での責任の「押

し付け合い」となって、介護保険制度の安定を揺るがせる恐れがある点に十分留意する

必要があります。 

                                                 
12  地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律(平成 26 年法律第 83
号)による介護保険法（平成 9 年法律第 123 号）の改正により、平成 27 年４月から有料老人ホームに該当するサービ

ス付き高齢者向け住宅も、住所地特例の対象となった。 
また、国民健康保険・後期高齢者医療制度についても介護保険の住所地特例と同様の仕組みを設けているところ、

国民健康保険で住所地特例の適用を受けている者が 75 歳到達等により後期高齢者医療の被保険者となる場合、適用が

継続されない問題が生じている。これについて、持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部

を改正する法律（平成 27 年法律第 31 号）による高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号）の改正

により、後期高齢者医療制度加入時に、現に国民健康保険の住所地特例の適用を受けている被保険者は、住所地特例

が継続適用され、従前の住所地の後期高齢者医療の被保険者となるように見直したところ（平成 30 年度施行）。 
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住所地特例拡大に係る意見の真意は、高齢者の移住先自治体の保険財政を安定化させ

ることにあると考えます。今後高齢者の移住等により地域に高齢者が増加した場合であ

っても、①移住者の介護リスク、②移住による経済効果、③住所地特例、④財政調整な

どの効果により、ただちに移住先自治体の負担増につながるものではなく、できる限り

高齢者が元気な状態を保ち地域で活躍していただけるようにすることが重要です。 

図：移住先自治体の財政影響に対する考え方 
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（参考）「生涯活躍のまち」構想を検討する際に参考とした事例  

○ 「生涯活躍のまち」構想の参考となる取組については、各地域で既に進められていま

す。そのため、「生涯活躍のまち」構想を検討するに当たってヒアリング等を実施した取

組事例等を掲載します。必ずしも各事例がそのまま「生涯活躍のまち」にあたるもので

はありませんが、地方公共団体や「運営推進機能」を担う事業主体が「生涯活躍のまち」

構想に関する取組を検討するにあたって参考にしていただければと思います。 

 

「生涯活躍のまち」構想を検討する際にヒアリング等を実施した事例（一覧） 

 

  

◎山万株式会社
（千葉県佐倉市）

◎茨城県笠間市

◎新潟県南魚沼市

◎山梨県都留市

◎長野県松本市

◎東京都杉並区
／静岡県南伊豆町

◎高知大学（高知県）

◎福岡県北九州市

◎医療法人玉昌会
（鹿児島県姶良市）

◎ゆいま～る那須
（栃木県那須町）

◎シェア金沢
（石川県金沢市）

：既に運営が開始されている
先進事例

：推進意向のある地方自治体
等の構想
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① ゆいま～る那須（栃木県那須町） 

 
 
② 山万株式会社（千葉県佐倉市） 
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③ シェア金沢（石川県金沢市） 

 
 
④ 茨城県笠間市 
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⑤ 新潟県南魚沼市 

 
⑥ 山梨県都留市 
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⑦ 長野県松本市 

⑧ 静岡県南伊豆町・ 東京都杉並区 
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⑨ 高知大学（高知県） 

⑩ 福岡県北九州市 
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⑪ 医療法人玉昌会（鹿児島県姶良市） 
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